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インド太平洋防衛フォーラムは、インド
太平洋地域の軍関係者に国際的な 
公共討論の場を提供する目的で、米 
インド太平洋軍司令官が四半期ごとに
発行している軍事専門誌です。本誌に
記載されている意見は、当軍または 
米国政府の他の機関の方針や見解を 
表明するものではありません。特に 
記載のない限り、記事はすべて FORUM 

スタッフが著述しています。国防総省長官 
は本誌の出版が、規約条項にしたがった
国防総省の必要に応じた公共事業を 
行うために必要不可欠であると判断 
しました。 
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人口動態
46 巻、2 号、2021 年

読者の皆様、

インド太平洋防衛フォーラム、	
人口動態に関するエディション	
へようこそ。

インド太平洋地域の経済的、政治的、
社会的重要性が高まり続ける中でこの地域の
安全保障環境は、人口構造や社会構造の変化
に対応してより一層変化していくでしょう。
本号のフォーラムでは、人口動態の変化	
からインド太平洋地域の平和と繁栄に	
影響を与えるかもしれないエネルギーと	
食糧の需要の高まりまで、いくつかの懸念

を検討しています。こうした動的圧力はインド太平洋の軍隊、治安部隊、
専門家の役割、そして将来の活動方法を変えていくでしょう。 
資源競争の激化、市民の緊張、疾病と経済格差、その他新たな課題に

対処するには、同盟国とパートナー国の協力が不可欠です。
冒頭の特集では、軍事組織がどのようにして新たな戦場である巨大都市	

の台頭に備えているのかを探ります。世界の都市人口増加の多くがインド
太平洋地域で起こると予測されている中、農村地域からの急激な人口移動
により、持続可能な開発と安定性のバランスをとることが国家の課題	
となっています。この傾向は、軍事力がこうした巨大な人口密集地を	
保護する方法をも変えつつあります。
もう 1 つの注目記事では、世界的な少子高齢化と長寿化が特にインド

太平洋地域でどのように高齢者人口の多い高齢化国家を生み出しているかを
検証しています。労働人口と就軍適齢期人口の割合の低下は、安全保障	
アプローチを変化させ軍による新技術の採用を加速させます。関連記事	
では、中華人民共和国におけるジェンダーの著しい格差が女性や少女の	
人身売買、賃金格差、性犯罪など多くの社会的・安全保障上の懸念の要因	
となっていることを取り上げています。
人口動態は、食料と資源の競争にも影響を及ぼします。インド太平洋諸国

が急増する需要のなかで、いかに技術的解決策を採用し、食料・エネルギー
安全保障を改善するための協力を拡大しているかを二つの記事が年代順に
記録しています。
本版の締めくくりとして、一連の記事が人口動態の変化とグローバル

化の進展において、いかに医療の成果と安全を困難にしているかを考察	
しています。国際人道支援機関 RedR オーストラリアの CEO カーステン・
セイヤーズは、COVID-19 のパンデミックが公衆衛生問題への各国の対応
や見方をどのように変えたかを詳述しています。国連の女性・平和・	
安全保障プログラムに参加している国際的なアドバイザー・グループが	
執筆した記事では、このイニシアティブがどのようにして防衛・	
安全保障部門が住民とより良く関わり、包括的な解決策を提供	
できるようにするかが説明されています。別の記事では、パンデミック	
のなかで米国政府機関とインド太平洋地域の組織の間のパートナーシップ
がどのようにコミュニティーに力を与えたかを明らかにしています。
本誌が人口動態についての地域の対話を活発にすることを願	

っています。ご意見をお待ちしております。FORUM スタッフ	
 （ipdf@ipdefenseforum.com）宛に皆様のご意見やご感想をお寄	
せください。
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王立空軍諜報機関のジェニファー・アトキンソン（JENNIFER ATKINSON）
は、心理学者としてニュージーランド空軍（Royal New Zealand Air 
Force）に入隊し、太平洋と中東での任務を支援するために派遣され
た。20 年以上の勤務を経て、現在はニュージーランド国防軍のジェンダ
ー・アドバイザーとしてニュージーランド国家行動計画の実施を担当。

リビー・リアドン（LIBBY REARDON）小艦隊隊長は、2015 年よ
りニュージーランド空軍に勤務しており以前はニュージーランド
陸軍の将校であった。彼女はニュージーランド国防軍とともに
中東と東ティモールに派遣され、タイとベトナムには非作戦
要因として配属。直近ではフィジーのスバ（Suva）で 2 年過
ごし、フィジー、パプアニューギニア、トンガ、バヌアツのメ

ンバーをつなぐ太平洋防衛ジェンダーネットワークを設立彼女の博士論文は、太
平洋における女性、平和、安全保障に関する国連安全保障決議第 1325 号の
有用性を検証している。

ケイト・マックモロウ（KATE MCMORROW）氏オーストラリア
国防省のジェンダー・平和・安全保障理事会の補佐官であ
る。彼女は国際的関与と戦略的政策ポートフォリオを主導
し、国連安全保障決議第 1325 号に関する協力の進展に貢献。
これまでにインド、パキスタン、パプアニューギニアとの関係
で国防省の国際政策担当官を務めた。インドネシア学を専攻

し、国際関係ではトップクラスの成績を収めた。インドネシアと韓国に留
学の経験もある。

シャロン・ゴヴァイア・ファイスト（SHARON GOUVEIA 
FEIST）氏は、アメリカインド太平洋軍（USINDOPACOM）
の最初のジェンダーアドバイザーであり、インド太平洋地域
における女性、平和、安全保障に関する主任アドバイザーを
務めている。彼女の指揮の下、女性・平和・安全保障室は安全
保障の成果を向上させるための政策、計画、活動を通じてプログ

ラムの設計、実施の指示、ジェンダー視点の主流化を行っている。彼女はこれ
まで 10 年以上 USINDOPACOM の人身売買対策プログラムの責任者を務め、
非政府組織と協力してハワイと東南アジアの人身売買被害者、特に女性と少
女を支援してきた。52ページに掲載

寄稿者IPDF

オスカー・アルメン（OSCAR ALMEN）博士スウェーデン	
国防研究所（FOI）の上級研究員。これまでにスウェーデン
のウプサラ（Uppsala）大学で政治学の准教授を務め
る。2005 年、中国の地方議会で博士号を取得。中国政治、
政治参加、安全保障政治などを研究。Journal of Contemporary 
China や Democratization などの評論誌に掲載され、2019 年に

出版された Greening China's Urban Governance の共同著者でもある。24 ページ

に掲載

カーステン・セイヤーズ（KIRSTEN SAYERS）は、RedR	
オーストラリアの CEO であり、国際的な営利志向の政府、
企業の顧問を経験。セイヤーズ氏はこれまでパリ、バンコ
ク、台北で外交・商業部門の上級幹部、オーストラリアでは民
間部門の上級幹部を歴任。アジア太平洋経済協力 （APEC）
女性リーダーネットワーク会合および APEC男女共同参画担

当者ネットワーク（APEC Gender Focal Point Network）のオーストラ
リア首席交渉官兼代表団リーダーを務め、APEC CEO サミットのオースト
ラリア代表団に参加しました。42 ページに掲載

Q

議論に参加
ご意見を 
お聞かせください！
インド太平洋防衛フォーラムは、イン
ド太平洋地域の軍隊と安保問題に関連
する人々を対象に提供しています。
四半期発行の本誌は、米インド太平
洋軍司令部の産物であり、反テロか
ら国際協力や自然災害まで地域全体の
安全保障に対する取り組みに影響を及
ぼすトピックに関し、高品質で詳細
なコンテンツを提供しています。 

インド太平洋防衛フォーラムには	
広範にわたるトピックが掲載され、	
毎日新しい記事が更新されます。	
以下のアドレスでご覧ください。
www.ipdefenseforum.com
ウェブサイトでは次が可能です：
n	� オンライン限定コンテンツへの	
アクセス

n	バックナンバーの閲覧
n	フィードバックの送信
n	定期購読のリクエスト
n	記事の提出方法の詳細説明

Facebook、Twitter、Instagram、	
WhatsAppからぜひフォロー	
してください：@IPDEFENSEFORUM
バックカバーをご覧ください。

 「FORUMNEWS」で検索
して iTunesまたは
Google ストアから	
無料アプリを	
ダウンロード

アプリを ダウンロード
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食の安全保障	
の強化

型コロナウイルス感染
症 (COVID-19)による食
糧危機の可能性につい

ての警告を受け、インドネシア
農業省はボルネオ島に 164,000
ヘクタールを超える大規模な食
糧農場の造成を計画していると
発表した。
同省によるとこの中部カリマン
タン州のプロジェクトでは、既
存農地である約85,000 ヘクタ
ールの生産が強化され、これ
までに干拓された泥炭地も含
めて 79,000ヘクタールが追加
される。

農業省の広報官、クントロ・ボ
ガ・アンドリ （Kuntoro Boga 
Andri）氏は声明の中で、政府
は主食を含むさまざまな食用作
物を栽培すると述べた。
 「米やトウモロコシ 
だけでなく、果物や野菜、畜
産農場も含む食糧団地も含ま
れます。」 と、同氏は付け加
えた。

政府はパプア州でも同様の
食糧農場を造成しており、これ
をさらに拡大することを計画し
ている。ロイター

新
 民主化の目標	

支持を得る
国共産党 (CCP) が香港に国家
安全維持法を導入し、抗議運
動に 44% の支持を表明してお

り、香港の多くの人々が民主運動寄り
の目標を支持していることがロイター
の調査で明らかになった。
2019 年後半に中国の特別行政区	

である香港を揺るがした大規模抗議	
デモに比べると、主に新型	
コロナウイルス感染症による集会の制
限と広範囲にわたる新法の影響により
デモ活動の数は減少し、その規模も小
さくなっているとアナリスト等は述べ
ている。
2020 年 6 月 30 日にこの国際的	

な金融中心地で国家安全法が	
発効して以来、世論調査が実施	
されたのは今回の香港民意研究所	
 （HKPORI）による調査が初	
めてとなる。
HKPORI が 2020 年 6 月に実施	

した調査(詳細は不明)では約 57%	
だったが、今回の調査では約 60% の	
人が安全維持法に反対していることが
明らかになった。
香港中文大学の蔡子強（Ivan 

Choy）上級講師は、国家安全法の施
行後に住民の態度が変化したと語って
いる。
蔡講師は「今では（民主化集会へ

の）参加を呼びかけると懸念を示す人
が多くなっている」としながらも、警
察当局が活動家等を逮捕したことで 「
社会の怒りが大きくなっている」と付
け加えている。
当時、香港政府は抗議活動により

明らかとなった国家安保のギャップを
塞いで香港の安定を回復するために同

法が必要であると説明していたが、今
回の調査では同法を支持すると答えた
のは 31％強に留まった。
1997 年の香港返還時に英中両国が

署名した英中共同声明により、香港は
「高度な自治」を維持できるはずであ
ったが、同法により自由がさらに侵害	
されたという批判も出ている。
今回の世論調査により、民主化運

動の主要願望への支持率が増加してい
ることが明らかとなった。
警察によるデモ参加者の扱いに関

する独立調査の要請に対する支持は
約 4％ 上昇して 70％ に達した。
警察と政府は法と秩序を回復する

ために最小限の力しか使っておらず、
非規律を防止し罰するための適切なメ
カニズムが存在すると述べている。	
（写真：2020年 9月、国家安全法施行
と香港立法会 （議会）選挙延期への抗
議に備えて待機する香港警察官等）
もう 1 つの主要要求である国民

参政権に対する支持は依然として高
く、63％ と 6 月時点の世論調査結果と
ほぼ横ばいとなった。
逮捕された抗議者の恩赦を支持	

する回答は 5％ 増となり、ほぼ 50％	
に上昇した。
民主化運動が掲げた目標に対する

反対	
は 21.5％ から 19％ に低下している。
この調査では、香港の独立という	

中国政府にとって忌まわしい存在	
であり新法の焦点となっている事	
への支持が約 20% にとどまっている	
一方で独立への反対は 60% を	
僅かに下回っていることも明	
らかになった。ロイター

中

地域全体の展望IPDF

インドネシア

香港
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レーシアは中国へのウイグル難民の引き渡しを
拒み、ウイグル難民の身の安全が脅かされていると
感じた場合には、彼らを第三国へ安全に移動 

すると大臣は述べた。
東南アジアは、ウイグル難民や活動家が言うところの 

中国政府による弾圧と大量収容から逃れてきたウイグル族
のイスラム教徒にとってトルコへの通過点として好まれてきた。
 （写真：タイとマレーシアの国境近くの一時避難所で待機 
する中国新疆ウイグル自治区からの難民。）

首相府のモハメド・レディスン・マディ・ユソフ 
 （Mohd Redzuan Md Yusof）大臣は、ウイグル人が中国 
で弾圧に直面していることを認識しているとしても、 
マレーシアは主権国家が内政を管理する権利を尊重 
していると述べた。

モハメド・レディスン氏は 2020 年 9 月に議会の 
ウェブサイトに掲載された議会の答弁書の中でこう述べた。
マレーシアがウイグル難民の送還に反対する明確な立場
を取ったのはこれが初めてである。

マ
 「したがって保護のためマレーシアに逃れたウイグル 

難民がいる場合、マレーシアは中華人民共和国の要請 
があってもウイグル難民を引き渡さないことを決定 
した。」とモハメド・レディスン氏は述べている。

 「彼らは、本国において保護や正統な扱いを受 
けられず、自分の身に危険を感じたり迫害を受ける 
可能性がある場合には、第三国に移住することが許可 
されている。」

2018 年 10 月にマレーシア当局は中国の要請 
にもかかわらず、11 人のウイグル人を解放してトルコ 
に送った。ロイター

マレーシアが	
中国へのウイグル人引き渡しを拒否

余儀なくされる避難

これと比較して、生態学的要因と紛争により 2019 年に
は 3 千万人が避難したと報告書は述べている。
IEP の創設者であるスティーヴ・キレリア（Steve 

Killelea）氏は、「これは、発展途上国だけでなく先進国に
も大きな社会的、政治的影響を与えるでしょう。大規模な難
民の移動は、最先進国へのより大規模な難民の流入をもた
らすからです。」と述べた。
この登録では脅威を大きく 2 つのカテゴリーに分類	

している。1つは食糧不足、水不足、人口増加であり、もう
1つは洪水、干ばつ、サイクロン、海面上昇、気温上昇など
の自然災害である。
その結果 150 ヵ国のそれぞれが直面している脅威の数

と、それに耐える能力を評価する分析が行われた。
インドや中国のように今後数十年間で水不足の脅威に最

もさらされる国もあれば、パキスタン、イラン、モザンビ
ーク、ケニア、マダガスカルのように、致命的な複合的な
脅威に直面し、対処能力が低下している国もある。
 「これらの国は、現在はおおむね安定しているが、生態

系の脅威にさらされる可能性が高く、「積極的平和」が低く
悪化しているため将来の崩壊のリスクが高い」と 90 ページ
に及ぶ分析で示唆された。
キレリア氏によると、世界の淡水利用可能量は50 年前に

比べて 60% 減少しているが、インド太平洋地域の中流層の拡
大を主な要因として、今後 30 年間に食糧需要が 50% 増加す
ると予測されている。
これらの要因が自然災害と相まって、安定した国家でさ

え 2050 年までに脆弱になることを意味している。
IEP はこの登録が年度分析となり、援助や開発政策を	

形作ることを期待していると述べた。ロイター

速な人口増加、食料や水へのアクセスの欠如、自然
災害への暴露の増加により 2050 年までに10 億人以
上の人々が避難を余儀なくされることが地球生態学的

脅威の分析によって明らかになった。
毎年テロや平和の指標を作成しているシンクタンクであ

る経済平和研究所 (IEP)がまとめた「生態系への脅威登録
（Ecological Threat Register）」は、国連などのデータを
もとに 8 つの生態系的脅威を評価し、最も危険にさらされて
いる国や地域を予測する。
世界の人口は 2050 年までに 100 億人近くまで増加すると予

測されており、資源争奪戦が激化して紛争が激化しているこ
とからサハラ以南のアフリカ、中央アジア、中東の脆弱な地域
に住む 12 億人もの人々が 2050 年までに移住を余儀なくされる
可能性があることが調査で示されている。

急

世界

マレーシア/中国

7IPD FORUMFORUM
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テロリスト最新情報IPDF

COVID-19 により高まるテロの脅威
に各国は対処する必要があると
ドゥテルテ氏は語る

FORUM スタッフ

致命的な新型コロナウイ
ルスとの対応が喫緊の
課題となったことを受
け、各国政府は世界的

なパンデミックへの対応に力を注ぐようになったが、	
フィリピンのロドリゴ・ドゥテルテ（Rodrigo Duterte）	
大統領は、テロの脅威を見失わないようリーダーたちに	
訴えた。
 「パンデミックから抜け出そうとしている今でも	

フィリピンは安全保障上の脅威に直面し続けている。」	
とドゥテルテ氏は、2020 年 9 月に世界のリーダー間の協力
を強化するためのヨルダン国王のイニシアチブである	
アカバ・プロセス・バーチャル・ミーティングで述べた。
「実際、COVID-19 はテロリストを隔離していない。」
アブサヤフ・グループ、バンサモロ・イスラム自由戦士、

フィリピン共産党新人民軍などの地元のテロ組織はこの	
パンデミックにより 「活気づいた」とドゥテルテ氏は	
述べた。「彼らは状況を利用して非道な活動に従事	
している」と彼は付け加えた。
 「これまで以上に私たちの決意は強くなっている」と	

ドゥテルテ氏は述べた。「我々はテロとの
戦いを諦めない。同時に、COVID-19 が
我が民族を屈服させることを許	
さない。」 

COVID-19 とは違いテロの脅威は政府にとって	
目新しいものではない。しかし、彼らはコロナウイルス	
の蔓延ほど会話や優先事項の中で目立っていない、と	
一部の専門家は主張している。さらに、世界的な	
パンデミックにメディアが注目するようになったことで、
暴力的過激派組織 (VEOs) による継続的な脅威に関する	
ニュース報道が少なくなったと国連安全保障理事会テロ	
対策委員会 (CTED) は 2020 年 6 月の報告書で警告	
している。VEOs が有利に利用しようとする可能性	
のある他の変化も発生している。
例えば、国連によるとパンデミックによって世界中で	

10 億人以上の学生がオンラインで授業を受けることになった。	
コロナ感染リスクのために、学生は直接学校に通うことが
できなかったからだ。指導されずインターネットを使用	
している若者の数が増えたことで、ゲームプラットフォーム
など、テロリスト集団はより多くの人々を過激な	



9IPD FORUMFORUM

画像：マニラの新興感染症に関す
る省庁間タスクフォースのメンバ
ーと会談するフィリピンのロドリ
ゴ・ドゥテルテ大統領。AP通信社

左：マニラ湾での警備訓練に参加
するフィリピン沿岸警備隊の反テ
ロ部隊の隊員。AFP/GETTY IMAGES

上： マニラのキャンプ・アギナル
ド（Camp Aguinald）で対テロ訓
練を実施するオーストラリアとフ
ィリピンの兵士。ロイター

イデオロギーにさらす機会を得たと、CTED の報告書は	
記載している。 
CTED の「COVID-19 のパンデミックがテロ、テロ対策

および暴力的過激主義対策に与える影響」と題された報告書	
によると、過激派は COVID-19 をナラティブやプロパガンダ	
に組み込み、時事問題を利用して敵の分裂や弱点を増幅	
しているという。研究者たちはパンデミックは誤報や	
偽情報の拡散にとって理想な状況と呼んでいた。 
 「COVID-19 関連の誤報や偽情報の拡散に対して個人を	

起訴するなどの対応を開始した州もあるが、この状況に対処	
する責任の多くは民間部門 にある(テロ対策など) 。」とCTED の
報告書は述べている。「しかし、個人や組織のプラットフォ	
ームを解体して権威ある声を推進して検証メカニズムの利用	
を増やし、医療製品を販売するために誤情報を使用する広告	
を禁止した多くの主要なソーシャルメディアプラットフォーム	
の行動にもかかわらず、重大な課題が残っている」
CTED の報告書によると、多くの個人が長期に渡る	

不確実性、孤立、政治的不安定性を経験し、暴力的過激派が
脆弱性を悪用しようとする可能性が高まるという。しかし、
当局はCOVID-19 がテロやテロ対策に及ぼす影響を引き続き	

監視し、各国政府がこれらの
最新の課題に取り組む際に	
評価と勧告を提供することを
誓約した。
ドゥテルテ氏は、新型	

コロナウイルスの影響で新	
たな、そして進行中の脅威に
対応するために各国が意見	
の相違点を脇に置くよう促	
した。彼はフィリピンが	
東南アジア諸国連合や国連	
などとの協力を強化し、「現状における重大な課題」	
と呼んだものに直面することを約束した。
 「COVID-19 のパンデミックによって我々は過去との	

決別を余儀なくされている。国家内および国家間の不平等を
永続させてきた古いやり方に固執することは、全く受け入	
れがたい」とドゥテルテ氏は述べた。「この歴史的な機会を	
通じてテロリストや過激派の野蛮な行為が入り込む余地	
のない、より安全で公正で人道的な新しい秩序を構築	
しましょう。」
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FORUM スタッフ

戦場と化す都市
急速に増加する巨大都市によって 

変わりゆく戦争

FORUM イラスト
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オーストラリア北東部の海岸にある船用コンテナ
を改造して設置されたこの架空の街に自由を取り戻
すことで、都市襲撃型のカラバルー演習（Exercise 
Carabaroo）が完了する。
クイーンズランド州にあるオーストラリア国防軍の	

広大なショールウォーターベイ訓練場で 400 名近い	
オーストラリア、フィリピン、米国の兵士や海兵隊員
が 3 週間を超える都市作戦訓練を行った。擬似的に作
られた居住地の奪還に向けて、部隊は 2019 年半ばに行
われた 3 ヵ国演習で鍛えた技術と戦術を利用した。
オーストラリア陸軍第7旅団のアンドリュー・	

ホッキング（Andrew Hocking）司令官は、オースト
ラリア国防省のウェブサイトに掲載された記事で	
 「カラバルー演習は互いから学び、互いへの信頼を築	
き互いの異なる文化と共有する価値観を理解し、	
それを高度な戦略、おそらく市街地における戦いで	
最も複雑な戦略にまとめあげます。」と述べた。
インド太平洋地域や他の地域では、軍の計画立案者

が同様の戦略の予行演習を行っている。これは人口動態	
による新たな戦場の現実、つまり巨大都市の台頭に備
えたものである。
2050 年までには世界人口の 3 人に 2 人以上が	

都市部に住むようになる。これは 2021 年の都市居住者	
の割合より約20%の増加である。今後 10 年以内に	
1000 万人以上の人口を持つ巨大都市の数は、33 から 3
分の 1 増加した 43 となると予想される。
米国の国家情報会議 によって「地殻変動」と呼	

ばれるこの予測される都市人口増加のほとんどが、	
インド太平洋地域において起こる。同地域には東京、
ニューデリー、上海、ムンバイ、北京、ダッカなど、
すでに膨れ上がりを見せている世界有数の巨大都市の
多くが含まれている。
この人口の変革は社会の安定を維持しつつ持続可能	

な開発を実現する上で国家に多大な負担を課している。	
また、これにより市街地における戦争の性質も変	
わりつつある。
国際戦略研究所の紛争・安全保障・開発担当特別研究員

アントニオ・サンパイオ（Antonio Sampaio）氏は、	
2018 年 7 月にブルームバーグ・シティラボ（Bloomberg
CityLab）の投稿で 「都市は、人類の社会・経済発展	

にとって最も強力なツールである。」と述べている。	
 「都市化率の高さは、所得の増加や乳幼児死亡率の	
低減など多くのプラスの結果に関わってきます。	
しかし、世界で最も紛争の影響を受けている地域では、	
このプラスの関係が急速な都市化と不安定化という	
共通の課題によって脅かされているところもあります。」
とサンパイオ氏は言う。「援助国、国際機関、軍隊	
が急成長する都市を優先し、都市の安定化に協力	
しなければ徐々に悪化する緊張状態が武力紛争に	
発展する可能性があります。」
このような摩擦が争いを誘発した場合、世界最大の	

人口密集地の密度、複雑さ、相互接続性は危険な組み合	
わせとなります。米国陸軍訓練教義コマンド（TRADOC）
の計画・方針担当のラッセル・グレン（Russell Glenn）博士
によると、「巨大都市の課題はこれまでに対処しなけれ	
ばならなかったものとは（まったく）異なります。」

劇的な変化
都市紛争に再度焦点を当てることは多くの点で過去	
への回帰と見ることができる。ナポレオンの軍事行動

カラバルー演習 2019 に参加するオーストラリア軍兵士。都市化の進
展によって戦争の形態が変化する中、インド太平洋全域で同様の演
習が行われている。デスティニー・デムプシー（DESTINY DEMPSEY）伍長/米国海兵隊

狭く陰となった小道を通って軍隊は、埃と煙で暗い通りを移動し	
ドアからドアへ、屋根から屋根へと一歩ずつ包囲された街を取り戻す。	

街のはずれではMV-22 オスプレイのローターが土や瓦礫を巻き上げる中、	
解放に向けた別の一隊がヘリコプターから群れとなり敵軍との戦いへ	
移動する。
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世界では 33 の都市で人口が 2018 年時点
で1000 万人を超え、このような巨大都市
の数は 2030 年までに 43 都市に増加すると	
予測されている。インド太平洋地域には	
地球上で最も人口の多い都市の上位10 都市
のうちの7都市が含まれており、全巨大都市
の半分以上が集中している。

巨大都市の
規模

出典：「The World’s Cities in 2018」国際連合

順位 巨大都市 人口
（百万）

1 東京（日本） 37.46

2 デリー（インド） 28.51

3 上海（中国） 25.58

4 サンパウロ（ブラジル） 21.65

5 メキシコシティ（メキシコ） 21.58

6 カイロ（エジプト） 20.07

7 ムンバイ（インド） 19.98

8 北京（中国） 19.61

9 ダッカ（バングラデシュ） 19.57

10 大阪（日本） 19.28

11 ニューヨーク・ニューアーク（米国） 18.81

12 カラチ（パキスタン） 15.40

13 ブエノスアイレス（アルゼンチン） 14.96

14 重慶（中国） 14.83

15 イスタンブール（トルコ） 14.75

16 コルカタ（インド） 14.68

17 マニラ（フィリピン） 13.48

18 ラゴス（ナイジェリア） 13.46

19 リオデジャネイロ（ブラジル） 13.29

20 天津（中国） 13.21

21 キンシャサ（コンゴ民主共和国） 13.17

22 広州（中国） 12.63

23 ロスアンゼルス・ 
ロングビーチサンタアナ（米国） 12.45

24 モスクワ（ロシア） 12.41

25 深圳（中国） 11.90

26 ラホール（パキスタン） 11.73

27 バンガロール（インド） 11.44

28 パリ（フランス） 10.90

29 ボゴタ（コロンビア） 10.57

30 ジャカルタ（インドネシア） 10.51

31 チェンナイ（インド） 10.45

32 リマ（ペルー） 10.39

33 バンコク（タイ） 10.15

約 3700 万人を擁する日本の首都圏は日本の人口の 30% 近くを占め	
世界で最も人口の多い巨大都市である。AFP/GETTY IMAGES
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から第一次世界大戦まで、軍事研究は民間人のいない
開けた土地での戦いを重視していたとオックスフォード	
大学出版局が発行した都市戦争の論評で述べられている。
しかし、歴史上ほとんどの場合、包囲攻撃の形態	

をとることの多い都市部戦争が戦争の主要な手段	
であった。このことが顕著になったのが第二次世界大戦
である。1944 年 1 月、連合軍がDデー上陸作戦と、	
ナチス占領下のヨーロッパを最終的に解放するための
準備を進める中で、米国陸軍省は初めての正式な都市戦争
ドクトリンである、Basic Field Manual（FM）31-50：	
Attack on a Fortified Position and Combat in Towns（強化	
された陣地への攻撃と市街地での戦闘）を発表した。
都市戦争の戦略的重要性の再浮上には、さまざまな

要因が拍車をかけている。その中でも 2017 年の	
オックスフォード大学出版局のレビューは次のように
指摘している。「勢力がさほどない軍隊が都市の	
住民や地勢において不釣り合いな優位性を求めてい
ること、革命（反乱）戦争が重視されるようになっ
たこと、そして世界の人口統計が農村部から都市部
へと劇的に変化していること」などである。
今後数年間で予測される世界人口の劇的な変化は、

国連によって「メガトレンド（megatrend）」と定義	
されているが装備、訓練、戦術、戦略に至るまで
あらゆるレベルで軍事的思考を再構築することにな
るだろう。2020 年 7 月に発表されたオーストラリア
の「2020 年国防戦略アップデート」では、人口増加	
と都市化により食糧難や水不足、パンデミックなど、
政治的安定に対する脅威が複合的に発生していると
指摘している。
オーストラリア軍は、「地歩を固め複雑な	

地形で作戦を展開し、接近戦で敵を倒す能力	

がなければならない」と付随する 2020	
年戦力構成計画において指摘されている。
近代的な戦場の性質を考慮して、オーストラリア

の国防省は 「議論を盛んに行う都市環境研究所	
(a contested urban environment research office)」
を設立し、「絶えず進化している戦闘装備」	
の開発と迅速な実施を調整すると発表した。	
さらに、「戦力構成計画」では精密誘導兵器を	
配備しやすくするために都市部の 3 D モデルを作成	
する際の地理空間情報（GEOINT：Geospatial 
Intelligence）の重要性が強調されている。

迫りくる可能性
ここ数十年で都市における戦争計画にはソマリア	
のモガディシュからイラクのバグダッド、チェチェン
のグロズヌイに至る舞台での軍事作戦で得た教訓が
反映されてきた。
ランド研究所（Rand Corp.）による 2017 年の

報告書「米国陸軍による都市作戦の特性を再考：
過去から現在と未来を知る方法（Reimagining 
the Character of Urban Operations for the U.S. 
Army: How the Past Can Inform the Present and 
Future）」には、こうした紛争の分析から得られた
以下のような重要な知見がまとめられている。
•	 移動の自由を可能にし「大都市圏での作戦上	
の課題を近隣に絞り込む」上での武装地上部隊	
の役割。

•	 「新しい情報源や情報の収集方法、特に非軍事的	
な情報源からのオープンソース情報を含む	
革新的な諜報活動」の必要性。

•	 確立された方法や作戦規範を超えて「都市戦闘	

オーストラリアのリンダ・レイノルズ（Linda Reynolds）
国防相は、2020 年 7 月に 2020 年国防戦略アップデートと	
戦力構成計画を発表した。同計画は論争の的となっている
都市環境研究所の設立を求めている。ロイター

援助国、国際機関、軍隊が急成長する都市を優先して都市
の安定化に協力しなければ、徐々に悪化する緊張状態が武
力紛争に発展する可能性があります。」

国際戦略研究所の紛争・安全保障・開発担当特別研究員アントニオ・サンパイオ 氏

「
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の課題を管理可能な範囲にまで」減らすことが
できる軍事指導者の価値。

TRADOC が支援する報告書には、「都市環境	
は地上部隊にとって重大な課題でありこれまで	
可能な限り避けられてきたものの、世界中で進む	
都市化によって都市型戦闘はいずれ陸軍が避	
けて通れなくなるものであろう。」と指摘	
されている。
実際、これより 1 年前に当時の米国陸軍の参謀総長が

その可能性が見えてきたと述べている。
2016 年の米国陸軍協会でマーク・ミリー（Mark 

Milley）大将は、将来の戦場が「ほぼ確実に密集した	
都市部で、そして多くの民間人の混ざった通常戦力と共	
にテロやゲリラ戦が組み合わさった掴みどころのない	
曖昧な敵に対するものとなるでしょう」と語った。
これまで、陸軍は遠く離れた戦場での戦いのために	

 「計画され、人員配備され、訓練され、装備されてきた」
が、これからはそのような戦場とは遠くかけ離れた	
場所が活動の場所となるでしょうと、ミリー氏は言う	
 （ミリー氏は、2019 年 10 月に米国の軍最高幹部である
統合参謀本部議長に任命された）。
その後の Rand による報告書「米国陸軍とバグダッド	

で戦い：得られた教訓、そしてこれから学ぶべきこと	
 （The U.S. Army and the Battle for Baghdad: Lessons	
Learned — And Still to Be Learned）」では、イラク	
での数年にわたる多段階紛争から「今後の都市戦闘を	

再考する上で多くの情報が得られる」と指摘しており、
こうした考察に弾みをつけた。
2019 年に米国陸軍が後援する報告書には、軍の	

計画者や指導部に対して「都市活動や大都市に関する
広範な問題の研究を続ける」一方で、「それぞれの	
都市が独立しているため、陸軍が都市のどこで戦闘を
行うのか、また対峙し得る敵のタイプなど、具体的な
事例に焦点を当てて研究すべきであることを理解する」	
などの提言がなされている。

山積する課題
無秩序に広がるスラムや豪華な超高層ビルに詰め込	
まれた群衆以外に、世界の巨大都市で何が軍隊を悩	
ませるであろうか？地上の上下にある交通システムは	
効率的となったり大きな妨げになることがある。	
地方自治体や行政によって安定性がもたらされ	
支援を受けられるかもしれないが、単に汚職と混乱	
をもたらすかもしれない。何千万台ものスマートフォン
やデジタル機器よって入り交じる電子ノイズによって
ネットワークが圧迫され、戦場での通信やナビゲーション
が妨害されるかもしれない。
ブレント・スコウクロフト国際安全保障センター	

 （Brent Scowcroft Center on International Security）
のアシスタントディレクターであるアレックス・ワード	
 （Alex Ward）氏は、ナショナル・インタレスト（The 
National Interest）誌において、敵にとって「大都市の

カラバルー演習 2019 で架空の街
への攻撃に参加するフィリピン
軍兵士。

デスティニー・デムプシー（DESTINY DEMPSEY）
伍長/米国海兵隊
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地形は偉大なイコライザーとなるでしょう」と	
述べている。
この罰ゲームのような地上の現実によって部隊には

独特の戦闘空間に備えた装備が求められる。ワード氏
によると、機動性を高める軽量兵器だけではなく傍受
の困難な指揮、管理、通信系統、センサーや監視カメラ、
３D プリンティングや視覚化ツールが必要となる。	
多くの巨大都市が沿岸地帯にあることから、水陸両用
の能力も軍事的な成功には不可欠となる。
また、ワード氏による 2015 年の記事では、企業や	

大隊の指導部には都市の地域的および文化的な力学	
のバランスを取りつつも、「曖昧な状況で一瞬の判断」
を下せるように訓練することも不可欠であると述	
べられている。
米国陸軍のトッド・シュミット（Todd Schmidt）	

大佐によると、情報化時代において戦場で勝利を収	
めるには、認知領域で敵を凌駕できる戦闘力も必要	
だという。同大佐は、「膨大な量のデータや情報を敵
よりも迅速に収集、解読、処理、理解できなければな	
りません」と、シュミットウェストポイント現代戦争
研究所（Modern War Institute at West Point）	
の2020 年 4 月の記事で述べている。「この能力は、
クラウド対応コンピューティング、ロボティクス、	
人工知能、仮想現実、拡張現実などの高度な技術と	
融合する必要があります。また、データから得た知識
を敵よりも迅速に内外に伝達する能力も必要です。」
プラカシュ・カトック（Prakash Katoch）インド

陸軍特殊部隊中将（退役）は、2018年11月オンライン
誌Indian Defence Reviewに掲載された記事「市街地での
戦い（Combat in Cities）」で、テロリスト集団や犯
罪集団などの悪者や反乱運動によって「都市戦争に別
の重大な側面」が出てくる、と述べている。通常戦力	
は即席の爆発装置で武装し、民間に溶け込んで逃れ	
ることができる非通常戦力と戦わなければならない。
都市化と安全保障の関係が深まりつつあることを反映

して欧州から中東、それ以外の国々の軍隊では高層	
アパート、店舗、市場、学校、その他の公共施設を模倣
した総合的な訓練環境を確立していると、カトック氏は	
語った。これらの都市部における軍事作戦施設（MOUT）
施設には特大のレゴに似たモジュール化されたもの	
もあり、迅速に再構成したりカスタマイズしたりする
ことができるものもある。
米国海兵隊戦闘開発司令部による1997年の報告書「都市化

した地形における将来の軍事作戦構想（A Concept for 
Future Military Operations on Urbanized Terrain）」
によれば、都市紛争の軍事計画をさらに複雑にしているのは
金融、統治、産業、通信、交通のハブである「中核」としての
都市の役割である。軍は戦闘活動、平和維持活動、人道支援
を異なる地域で同時に行うことになるかもしれない。これは	
 「3 ブロックの戦争」 として知られる軍事概念である。
同報告書から約四半世紀が経った今も、都市戦争	

への備えを確実にすることは依然として早急に取り	
組むべき目標である。Military.com の報道によると、	

2019 年に米海兵隊戦闘研究所は、都市での戦闘能力	
の強化を目的とした数年にわたる一連の実験を行うため、
武器技術や他のシステム開発に関する情報を防衛関連
の企業や学術機関に求め始めている。

行動の合図
2017 年後半、オーストラリア国防軍の大勢の兵士がオ
ーストラリア、カナダ、ニュージーランド、英国、	
および米国の研究者、科学者、技術者数十人と協力して
初めての「紛争都市環境（CUE）」戦略チャレンジを
行った。5 ヵ国による技術協力プログラムの一環として	
行われたこの 10 日間のチャレンジでは、オーストラリア	
のアデレードにある病院跡地での都市戦争シナリオが
取り上げられた。
参加者は敵が占拠する車両や構造物を特定したり、

建物内や周辺の動きを検知するために周辺や頭上の	
監視システムと統合された空中および地上ベースの	
センサーなどの次世代技術を試した。
 「私たちの目標は前線で活動する方にタイムリー	

で質の高い情報を生み出す有用な技術を提供すること	
です」と、オーストラリア国防省国防科学技術局で	
人間領域分析グループリーダーを務めるジャスティン	
・フィドック（Justin Fidock）博士は、2018 年の	
ポッドキャストで演習について述べている。「紛争都市環境
の中で、路上に立ったり部屋に足を踏み入れたりした	
際に、直面するものを把握できる自信が必要です。」
初めての開催から 2 年後、毎年恒例の CUE 戦略	

チャレンジの舞台は、人口 850 万人の巨大都市	
になりつつあるニューヨーク市に移された。5 ヵ国	
からの技術者や科学者 150 人以上が同市に集まり、	
2 週間に渡って新技術のテストを行った。
ローワー・マンハッタンが喧騒と熱狂、人混みの渦巻く	

市街地での戦場となり、「高層ビルが作り出す都会の峡谷、
長く狭い（時には暗い） 地下道、屋上、洞窟のような	
内部空間を提供している」と、CUE チャレンジに関する 2019 年
11 月の記事が米国陸軍のウェブサイトに掲載された。
テストされた 40 のプロジェクトは分析、部隊防護、

偵察と監視、指揮統制、対無人航空機システムに焦点を	
当てている。ある実験では自律的または兵士の身振り	
手振りで、空間を移動してマッピングできるロボットプ	
ラットフォームをオーストラリアと米国の技術者が協力	
して開発した。人のオペレーターは、拡張技術によって	
ロボットが見ているものを見ることができる。
 「CUEの包括的な目的は、都市の課題の性質をより

深く理解し、運用コンセプトを支える技術の制約について
理解を深めることです」と、米国国防総省の研究・	
技術部門における防衛、研究、エンジニアリングの	
管理者であり、首席副次官補のマリー・J・ミラー	
 （Mary J.Miller）氏は 2019 年の記事で述べている。	
 「最終的に我々はこの情報を利用して、都市作戦	
における軍隊のリスクを軽減しつつミッションの	
成功率を高める能力を創出していく」と、ミラー	
氏は述べている。o



不安を抱えて
将来への

FORUM スタッフ

急速に高齢化するインド太平洋地域が	
ガバナンスやセキュリティの課題に	

直面している。

FORUM イラスト
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生率の低下と更なる医療需要は世界的な	
高齢化現象を生み出し、その結果、給付金制度
の負担はより大きくなり、経済成長を遅らせ

またセキュリティの問題も提起している。この	
社会的な高齢化は他のどこよりもインド太平洋において深刻
であり、この地域には日本、実に人口の 28％ が 65 歳以上	
で百分位数において世界で最も年老いた国が含まれる。	
つまり日本では、20 歳から 64 歳までのすべての人に対	
して、65 歳以上の人が 1 人いることになり、65 歳以上の
人が約 3,520 万人いるということになる。
専門家はこの地域の労働年齢と就軍適齢期人口の	

減少が政府の財政を圧迫していると指摘し、こういった
低下を補うため軍隊がテクノロジー化されていくことを	
予測している。ここ数十年で最も急激な人口減少に直面	
している中華人民共和国（PRC）では、1 億 7600	
万人以上、つまり人口の約 12.6％ が 65 歳以上である。
しかし中国は南シナ海への進出を拡大し、近隣国によれば
沿岸地帯にも軍備を構え、またそれらを守るために走路	
と武器の設備も建設している。将来の国内総生産（GDP）
の低下と年金制度の破綻に直面している国がそういった
行動をするのは何か腑に落ちない部分がある。
 「つまり認識される脅威が十分に高い場合、高齢化

した国でさえ防衛への投資を進んで行うということ	
です」と、テネシー州メンフィスのローズカレッジ	
のスタンレーJ.バックマン（Stanley J. Buckman）
国際研究教授であり、ワシントン DC のウィルソンセ
ンターでの環境変化とセキュリティプログラムの	
グローバルフェローでもあるジェニファー・シウバ	
 （Jennifer Sciubba）博士は述べている。
インド太平洋の高齢化のパターンは、財政の負担

にはなっているが防衛費への影響は少ない、とシウバ
博士はフォ―ラムに語った。実際、この地域の指導者は
人口が高齢化するにつれて資源や領土の保護のための	
投資をより増やそうとしている。「インド太平洋は、
多くの競合する勢力を持つ緊張した地域です。もちろ
んそれらの勢力は急激な人口高齢化を経験しているわ
けですが。日本は中央値で言うと世界でもっとも年老
いた国です」と、シウバ博士は述べる。

ブームの終焉	
国連経済社会部による 2019 年 10 月の報告によると、	
2019 年には 65 歳以上の人口は世界で7億と 300 万人	
になっている。東アジアと東南アジアには、その年齢層
においては世界最大である 2 億 6,100 万人の 65 歳以上が
住んでおり、ヨーロッパと北アメリカがそれに続く。
国連の報告書によると、世界で最も人口の多い国	

である中国を含むアジアのこれらの地域では、2050 年
までに高齢者の人口が 5 億 7300 万人に達する。この増加
は、ここ数十年での中国の最大の人口減少と相まって
一連の課題を急激に深刻化することになるだろう。
•	労働力の縮小：中国社会科学院の政府研究者は、

中国の人口は 2029 年までに 14 億人を超えるが、
その後 2050 年までに 13.6 億人に減少すると予測
している。この不可避の減少は、労働力を 200 万人	
も削減することになる。同科学院の 2019 年の報告
では、「理論的に考えると、特に継続的な高齢化	
を伴う場合は長期的な人口減少が社会的および	
経済的に非常に不利な結果を引き起こすだろう」
と記載されている。中国の人口減少が始まったこ
とで、インドは中国を上回り世界で最も人口の多
い国になると予想されている。

•	消えゆく年金：同じシンクタンクによる 2019 年	
4月のレポートによると、中国の年金基金は 2035 年
までに枯渇する。年金はすでに政府予算を圧迫	
している。2016 年の年金支給額は6400億元（900 億米
ドル）に達し、5 年前から 140％ 増加した。ナショナル
・インタレスト誌の 2019 年 9 月の報告によると、	
アナリストたちは、この数字は 2050 年までに年間
60 兆元に達する可能性があるとし、政府支出全体
の 20％ 以上を占め得る事を示唆している。中国の年金	
と医療への限定的な取り組みをもってしても、この	
予算上の問題は必ず発生する。推定 9億人の中国国民	
 （人口のほぼ 3 分の 2）が社会的セーフティネット	
のないまま生活している。

•	不安の兆候：2019 年 4 月のボイス・オブ・アメリカ
の報告によると、年金財政の不安定さが中国国民	
の不安を煽っているという。ミニブログサイト	
の Weibo においてある若い中国人技術者は	
長時間労働をしたところで退職金がもらえる保証
はないと述べている。「私たちは 996 ワークスケ
ジュール（午前 9 時から午後9時まで、週 6 日間働
く事）を強いられているが、それはつまり私たちが	

出

北京郊外の高齢者コミュニティのダンスクラス  AFP/GETTY IMAGES
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退職する前に過労で死ねば、それによって国の年金不	
足問題が首尾よく解消できるという事ではないのか？」
と、彼は書いている。退役軍人たちもこの問題に言及	
している。中国軍は人員の効率化を行い技術力に頼	
るためのプログラムを始動したが、その結果により	
過去数年の間に多くの復員兵が仕事、医療、その	
他の利権が得られない事に抗議するデモを行った。	
中国共産党（CCP）は、反対意見を鎮圧するために強硬
な手段に出た。AP 通信によると、2019 年 4 月に中国	
の裁判所は 2018 年の数百人の元兵士による抗議行動	
に参加したとして、47 人に最高6年の懲役を宣告した。

野心と現実	
外側から見ると、中国の大規模なインフラストラクチャと
軍事のための政策は、台頭する勢力の盲点を私たちに教	
えてくれる。中国は、国内周辺における優位性も保ちつつ、
近隣諸国に対する軍事的圧力も強めている。例えば、中国
はインドとの国境で常に小競り合いを起こして南シナ海で
軍事化を進め、香港では言論の自由を弾圧し、台湾では	
大統領選挙に圧力をかけた。また同時に、中国は新興技術
に数十億ドルを投資し、鉄道、空港、港湾、高速道路の	
建設を通じて自国と世界を結ぶ、一帯一路（OBOR）	
と呼ばれる 1 兆ドル規模のインフラ計画にも着手した。
これらの 2 つの側面は、人口統計学者と社会科学者に

人口と経済成長が低下しつつある中国がどのように歳出
を継続できるのかについて疑問を投げかけた。ある学者
は答えは簡単だと言った。それは不可能である。
 「中国の将来の国力を予測する場合、果たして急速	

な一人当たりの経済成長が、14 億人の膨大な人口を担	
えるほど速いのかの一点に限る」と、オーストラリア、	
シドニーの独立研究センターの非常勤学者であり、	
シドニー大学の助教授であるサルバトーレ・バポネス	
 （Salvatore Babones）は述べる。「今やその経済成長は
止まり人口は減少すると予想されている。最初の予測通
りにはいかないだろう」と、バポネス氏はフォーラムに
語った。「中国は世界的な大国にはならない。以前の	
ロシアのように、単に『成長への道半ばで行き詰まった
よくある中所得国』になる」と、バポネス氏は言う。
フォーリン・ポリシー誌の 2020 年7月の記事でバポネス

氏は、その差し迫った財政に対して鮮やかな予測を描	
いてみせた。政府の統計によると、2000 年代初頭は 2 桁
の速度だった中国の経済成長は、コロナウイルスの感染拡大
が発生する前の 2019 年で既に 6.1％ に減速していた。	
現実はおそらくもっと悪い。ブルッキングス研究所は、	
中国は歴史的にその GDP 成長率を毎年約 1.7	
パーセントポイント過大評価していると報告している。
また、バポネス氏は中国の税収増加は 2018 年の	

6.2％ と 2017 年の 7.4％ と比較して、2019 年にはわずかに
3.8％ であったとも述べている。一方、その支出は 2019 年
に 8.1％ 増加している。「2010 年代を通じて、中国は
明日は常に今日の過剰をカバーするのに十分な経済成長	
があると信じて、宵越しの金を持たないがごとく消費した
結果、堕落の車輪に差す油はわずかしか残らなかった」	
と、バポネス氏はフォーラムに語った。「しかし税収
が落ち込んだ今、これまで以上に厳しい財政上の制約に	
直面している。プロジェクトは遅れ、軍艦はキャンセル	

メ
キ
シ
コ

韓
国

ア
イ
ス
ラ
ン
ド

ス
イ
ス

オ
ラ
ン
ダ

ド
イ
ツ

ノ
ル
ウ
ェ
ー

ベ
ル
ギ
ー

デ
ン
マ
ー
ク

イ
タ
リ
ア

イ
ン
ド

サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア

チ
リ

ア
イ
ル
ラ
ン
ド

ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド

英
国

ス
ロ
ベ
ニ
ア

ギ
リ
シ
ャ

ポ
ー
ラ
ン
ド

チ
ェ
コ
共
和
国

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン

日
本

中
国

ア
ル
ゼ
ン
チ
ン

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

ロ
シ
ア

ト
ル
コ

イ
ス
ラ
エ
ル

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア

オ
ー
ス
ト
リ
ア

リ
ト
ア
ニ
ア

フ
ラ
ン
ス

カ
ナ
ダ

ハ
ン
ガ
リ
ー

ラ
ト
ビ
ア

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド

ブ
ラ
ジ
ル

南
ア
フ
リ
カ

ル
ク
セ
ン
ブ
ル
ク

ス
ロ
バ
キ
ア

米
国

ス
ペ
イ
ン

エ
ス
ト
ニ
ア

ポ
ル
ト
ガ
ル

OECD

上昇率 多くの国で、高齢者と生産層年齢の比率は今後 40 年間でほぼ2倍になる。
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され、中国が後援するインフラ開発のパートナー国は	
費用をより多く負担することを強いられている。事実、	
かつて金で買った友人たちを繋ぎとめる資金はもう	
中国にはなく、今や財政難となった中国から彼らは	
離れ始めている。」

COVID-19 問題	
インドの英語新聞、ファイナンシャル・エキスプレス
による 2020 年 8 月の分析によると、COVID-19 の	
感染拡大により、中国パキスタン経済回廊、カンボジア	
のシハヌークビル経済特区、バングラデシュ南部のパイラ
発電所など中国の代表的なインフラプロジェクトの	
一部に遅れが見られるという。
 「COVID-19 がサプライチェーンに大混乱をもたらし	

中国人労働者に旅行禁止を課す前でさえ、特にアフリカ	
での中国の OBOR プロジェクトの多くには厳しい	
視線が注がれていた。アフリカ諸国は、コロナ禍の	
壊滅的な影響に対処するために、すでに 1,000 億	
ドルの援助と債務救済を求めている」と、グローバル
問題のアナリストであるサイード・アリ（Syed Ali）
は述べている。
ロックダウンが解除されると、インフラプロジェクト	

は確実に再開されるだろう。しかし、人口動態の	
変化によって減速した中国経済の縮小により、	
中国政府は「新しい海外インフラプロジェクトの	
展開よりも、ウイルスによる経済的影響の緩和や	
米国との貿易戦争に勝つことを優先する」可能性	
がある。OBORプロジェクトは棚上げされないかもし
れないが、「間違いなく滞るだろう」とアリ氏は述	
べている。

一人っ子政策	
あの悪名高い一人っ子政策が実施される前から、すで
に中国の出生数は減少し始めていたが、政府主導の人
口抑制プログラムとしての該政策で中国の成長は目
に見えて減速した。一人っ子政策は 1979 年に導入さ
れ、2015 年まで完全には終了しなかった。	
コンプライアンスを実施するため、州政府は避妊具	
の使用を要求し中絶と不妊手術も義務付けた。
中国の高齢化と経済成長の鈍化を受け、インド	

太平洋の近隣諸国は、人口統計においては不利	
となった今、中国共産党が超大国の地位を追求し続	
ける上でどう出るかを見守っている。ワシントン DC の
戦略予算評価センターの非居住者シニアフェロー	
であり、オーストラリア、キャンベラの戦略フォーラム	
の CEO でもあるロス・バベージ（Ross Babbage）
は、次のように述べている。「その攻撃的で愚	
かな政権により、中国は西側の同盟国とは比較	
にならないほど自らを良識ある国際社会から切り離	
す行為を行ってきた。」2020年 8 月のオーストラリア	
の The Australian紙の記事でバベージ氏は、この共産主	
義国家（中国）は、「国際的な友人がほとんどなく、	
信頼できる同盟国を持たず、その野心を阻止するために

緊密に連帯しているインド太平洋諸国の警戒心を強	
めている」と付け加えた。
たとえ高齢化していても発展主義の中国が沈静化	

する可能性は低く警戒を怠ってはならない。シウバ	
博士は、主要な生産層（20〜64 歳）人口は中国、	
ドイツ、日本、ロシア、韓国および米国ですでに	
ピークに達していると指摘した。「これらの国は	
国家安全保障の観点において主要国であり、すべて	
同様の人口動態の変化を経験しています。ですから	
高齢化したからといって、これらの国が突然権力誇示	
や国境侵略の野望を放棄すると期待する事はできません。	
今のところそれがなくなる気配は見えません。」

ベトナムはその好例である。ランセット医学雑誌に
掲載された 2020 年 7 月の調査によると、東南アジアの
国の人口は 2044 年に 1 億と 720 万人に達すると予想	
されており、2019 年の国連の予測よりも 10 年早	
くなっている。しかし、ベトナムは排他的経済水域	
での中国の侵略、該海域での中国の石油探査、	
南シナ海の島々の軍事化のため多くの防衛費を使	
っている。
ベトナム政府は、防衛費が 2020 年の 55 億ドル	

から 2024 年には 79 億ドルに増加し、その資金で	
戦闘機や多目的航空機、装甲車両、船舶、対潜哨戒機、
監視装置も購入するだろうと予測されている。
該地域の国防費増加に伴い、中国の統治体制の将来

は依然として疑問視される。中国共産党は「何とか乗
り切るかもしれず、改革を始めるかもしれず、また	
失敗するかもしれない」と、バベージ氏は述べている。	
また次のようなもう 1 つの可能性もあり、それはインド	
太平洋の同盟国やパートナーに警戒を怠るべきではな
いことを示唆する。「また指導部が国民の注意をそらし、
政権の安全を強化するために、国際的投機に打って出
るというリスクもある。」 o

2020 年 6 月、北京通り沿いで車椅子の女性を押す老人。AFP/GETTY IMAGES
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世界最大の国での大きな男女格差が	
インド太平洋地域の安全保障上の	
懸念につながっている。嫁を切望	
する男性たちが自分の家系の苗字	
を永続させるために極端な手段を講

じているからだ。専門家は、中国（PRC）の男性
の多くが生涯未婚で他の男性は結婚のために甚大
な努力をすると予測している。
この男女格差は、女性や少女の人身売買から性犯罪

や賃金の不平等に至るまで、多くの社会的・刑事的
な悪の原因となっている。中国の人口は約14 億人で
男性は女性より 3400 万人多い。1979 年から 2015 年
にかけて悪名高い中国の一人っ子政策や、男性の子孫
に対する文化的好みなど、国家が支援する人口抑制
の結果により国内や近隣諸国での女性や少女の	
人身売買が助長されていると専門家は指摘する。 
非営利団体のヒューマンライツ・ウォッチ	

 （Human Rights Watch）は、ビルマから中国へ	
の若い女性の人身売買に焦点を当てた 2019 年 3 月	
の報告書で、この問題を取り上げた。中国と国境
を接するビルマのカチン（Kachin）州とシャン	
 （Shan）州北部では、長期にわたる紛争によって	
10 万人が避難民となっている。人身売買業者はこの
混沌とした環境を利用して、仕事と交通を餌に弱
い立場にある女性や少女を餌食にしている。

 「そして息子の嫁探しに苦労している中国の家庭	
に約 33 万円（3,000 米ドル）から約 144 万円	
 （13,000 米ドル）で売っている。」とヒューマンライツ
・ウォッチは報告した。「女性と少女は一度取引	
されると部屋に閉じ込められ、幾度もレイプされるのが
普通だ。その目的は家族の子供ができるように早	
く妊娠させること」出産後、被害者の中には	
子供を置き去りにして逃げる人もいるという。
ヒューマンライツ・ウォッチは、カンボジア、	

北朝鮮、ベトナムから中国への同様の人身売買の手口
を暴露した。国連によると、2026 年までに中国の人口
には、15 歳から 29 歳までの年齢層の女性 1 人につき
同年代の男性 3 人が含まれるようになるという。

十字線の戦争で引き裂かれた地域
 「Give Us a Baby and We’ll Let You Go（子供	
をくれたら解放する）」と題された報告書の中で、
ヒューマンライツ・ウォッチはビルマの絶望的な状況
を描いた。ミャンマー（ビルマ）政府軍とカチン
独立機構（KIO）との戦闘は、1948 年のビルマ	
独立にまで及んでいた。2011 年に 17 年間続いた	
停戦が終結した結果、紛争が激化し 10 万人のカチン	
族やその他の少数民族が追われることとなった。
この混乱のため多くの人々が生き残りに苦闘

し、ビルマがKIO支配地域への人道支援をブロック

FORUM スタッフ | PHOTOS BY AFP/GETTY IMAGES

人身売買と虐待に繋がる中国の男女格差

行方不明の 
インド太平洋の女性たち
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嫁として売られたと
考えられている 10 代
の娘と友人の写真を持
つヴ・ティ・ディン	
 （Vu Thi Dinh）さん。
彼女は娘たちが姿	
を消した後に中国近
くの険しいベトナム
国境地帯を何週間も
探し回った。
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したことで、その負担はさらに大きくなった。中国に売
られた女性と少女の人数を計算するのは困難であるが、
ミャンマー（ビルマ）人権委員会は、移民データによると
2017 年に 226 人の女性が中国に売られたと述べた。ビルマ
社会福祉省は中国から帰国した女性人身売買被害者	
100 人から 200 人を毎年支援していると述べた。
報告されていないケースも多く、人身売買された女性	

や少女が見つからなかったり、逃亡した女性の多くがその
過去を秘密にしたりしているため、これらの数字は	
全体のほんの一部にすぎないとヒューマンライツ	
・ウォッチは報告した。

地域のホットスポット
女性の立場が弱い国はビルマだけではない。カンボジア、
北朝鮮、パキスタン、ベトナムでも中国へと消えていく	
女性と少女が報告されている。AP 通信による 2019 年 12月
の報告によると、パキスタンでは 2018 年以降、629 人の	
少女が中国人男性の妻として売られている。
カンボジアでは、内務省が 2020 年 5 月に報じたと

ころによると 2019 年に嫁として売られたカンボジア	
人女性 111 人が帰国した。彼女たちは甘い口実で誘惑
される。ヒューマンライツ・ウォッチによると、彼女	
たちは高給の仕事を約束されることもあるが強制的	
に結婚させられることも多い。
女性の立場が弱い別の地域として、ベトナムと中国

の長い山岳国境がある。2019 年 8 月の Channel News 
Asia（CNA）の報告によると、この地形は人身売買業者
がベトナム人女性を村から誘拐して国境を越えて移動
させやすいとのこと。「人身売買には大金が動きます。	
少女を売る人々は何万ドルものお金稼ぐことができます。」

と、ハノイに拠点を置くチャリティのブルードラゴン
児童基金創設者であるマイケル・ブロゾフスキー氏	
 （Michael Brosowski）は CNA に語った。
ベトナム公安省によると、2012 年から 2017 年の間	

に女性と少女を中心とする 3000 人以上のベトナム人	
が売買された。未報告の案件数は、これより	
もはるかに多いと考えられると CNA は報告している。
ベトナムのバクハ（Bac Ha）地域の少女は、自身

が騙され、中国の人身売買組織に売られたと CNA に語	
った。彼女はとある地区に辿り着き漢字を見るまで	
何が起こっているのかわからなかった。「漢字を目	
にしたときに、自分が人身売買されていると悟	
りました。怖かったです」と彼女はいう。
しかし、このように（部分的に未婚という汚名が	

一因となっている）悲惨なパターンは、この先何十年も
続くとは限らない。家族の規模に対する中国人の考え方	
が変わりつつあるため、結婚に対する考え方も変化すると
予測するのが現実的である、とテネシー州メンフィス	
にあるローズカレッジのスタンリー・J・バックマン	
 （Stanley J. Buckman）の国際学教授ジェニファー・	
シウバ（Jennifer Sciubba）博士は FORUM に語った。 
 「研究者には、女性の人口が不足すると男性が相手	

を探さなければならないという社会的圧力があり、	
これがある種の家庭の不安定さに飛び火すると仮定	
について、文化を過度に固定的に見ていると指摘する
研究者もいます。この指摘は妥当だと思います。規範	
は変化します」とシウバ氏は言う。「中国における	

仕事を約束した人身売買業者に騙され、中国とベトナムの国境
付近の山岳地帯に住むラウ・ティ・ミー（Lau Thi My）さん。
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結婚の意味の変化は、家族の規模に関する規範の変化
と同じぐらいありそうなことです。そしてほんの数十年	
の間にこれまでの嗜好が劇的に弱まりました。」

行方不明の少女
性選択は一定期間に対する出生時の性比を使用してで
きる。国連の報告によると、出生時の生物学的に正常
な性比は、女性 100 人当たり男性 102～106 人である
が、世界には女性 100 人当たり男性 130 人という高い
比率が観察される地域もある。 
特に中国では、男性の子孫に対する文化的好みが	

男女比率に劇的な長期的変化をもたらした。報告書によると
多くの国でこうした不均衡が「結婚への圧力」につながり、
それが人身売買や児童婚につながっているという。
シウバ氏によると、この結婚への圧力は女性を軽視

する社会構造の表れだという。「今回のケースでは	
女性は男性に比べて明らかに過小評価されてます。	
家族は男児を好むため女児を中絶させるという行動	
をいとわないのです。」と彼女は言った。

パンデミックが火に油を注ぐ
男女格差による、中国と周辺地域への悪影響は人身売買	
だけではない。労働力における女性の窮状は一般的	
な不均衡によって悪化し、コロナウイルスのパンデミック	
によって悪化した。
ブルームバーグによると、既に不利な状況下で	

COVID-19 の大流行と外出禁止令が多くの国	
において女性を不当に苦しめている。都市から強制的
に地方の実家に避難させられた移住労働者の多くは、
影響を受けやすいサービス業に大きな比率で従事	
している女性である。オーストラリア・ニュージーランド
銀行の経済学者、サンジェイ・マスール（Sanjay Mathur）
氏は、「ロックダウンとソーシャル・ディスタンスが
女性に大きな影響を与える可能性が高い」と報告した。	
 「懸念されるのは、今後数年間に雇用と福祉の指標全体
に経済的影響が及ぶことです。」

説明責任と予防
女性に対する最も凶悪な犯罪の 1 つである人身取引に	
関して、米国国務省は 20 年間にわたり人身取引（TIP）	
報告書を発表し、問題の国際的な評価を提供して各国	
に説明責任を求めてきた。2020 年の TIP 報告書を紹介
した手紙の中で、当時のマイク・ポンペオ元米国国務長官
は、人身売買業者が 2500 万人近くの人々の「自由に対	
する基本的人権を否定しており、売られた人たちは搾取	
する者を利する奴隷として生活し労働を強いられている。」
と指摘した。
TIPの報告書は政府に対して人身取引業者を訴追	

し、被害者を支援して犯罪を防止するためのデータを
提供していると元長官は述べた。中国に関しては、	
多くの作業が必要だと報告書は述べている。 
人身取引被害者保護法は、TIP 事務所を設置し	

年次報告書を義務付けたものであるが各国の人身取引	

を防止に向けた取り組みに基づき各国を 3 つの段階に	
分類している。2020年の報告書ではビルマ、北朝鮮、
パプア・ニューギニア、中国が最下位の第 3 段階に	
ランクされている。これはアフガニスタンやシリア	
といった戦争で疲弊した国々と同レベルである。
最下層の国々は、人身売買を撲滅するための最低基準	

を満たしていないため米国からの人道目的以外の	
貿易とは関連しない援助や海外援助を受けることを禁	
じられている。
中国当局は人身取引業者を訴追するための措置を取

ったが、中国は報告書において広範囲にわたる強制労働	
を止めなかったこと、および新疆ウイグル自治区に住
む 100 万人のウイグル人、カザフ人、その他のイスラム	
教徒に対する集団拘禁を批判された。
インドは依然として第2段階の国であり、政府は	

人身売買撲滅のための最低基準を満たしていないが	
改善に向けて前進している。報告書は、ビハール	
 （Bihar）にある政府の資金援助を受けたシェルターで、	
人身売買業者が起訴されたインドの有名な動きを賞賛
している。この件では 3 人の州職員を含む 19 人が有罪
となった。12 人が終身刑を受けたが、うち 1 人は影響力	
を持つ元議員だった。
インド太平洋地域の成功事例に関して言えば、	

オーストラリア、ニュージーランド、フィリピン、	
シンガポール、韓国、台湾、米国が第1段階として	
リストされており、人身取引を排除するための同法	
の最低基準を満たしていることを意味している。
これらの犯罪組織と戦う米当局者は、インド太平洋地域

や世界中のパートナー国において暴力の撲滅を支援	
するために尽力し続けている。「弱者がより弱い立場
に立たされる中、我々は人身取引のすべての被害者	
のために自由を、そしてすべての人身売買業者に対して
説明責任を追求するつもりです」と、米国公認大使	
のジョン・コットン・リッチモンド（John Cotton 
Richmond）氏は 2020 年の TIP 報告書で述べている。o

2019 年 5 月にパキスタンの裁判所に到着した手錠をかけられた中国人。	
パキスタンの少女たちを中国で売春させた罪で起訴され顔を隠している。
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年、中国の国際的影響力の増大	
に対する懸念が深まっている。	
この懸念の一部は、中華人民共和国	
 （PRC）の国外にいる四散中華系民族	
 （Chinese Diaspora）を動員する	
能力に関するものである。中国共産党	

 （CCP）は、自国の政策への支持を獲得し反対勢力	
の影響力を減らすために、国外の四散中華系民族に	
権威主義的な支配を拡大しようとしている。重要	
なのは中国政党国家がどんな人を中国人とみなし、	
その影響力行使の正当なターゲットと見なすかという
問題である。党が信頼できると考える四散中華系民族
のメンバーは、時に中国共産党の利益のため彼らの	
居住国の政治に影響を与えることに使われることがある。
これとは対照的に、反対派は脅迫されたり最悪の場合
には誘拐されたりする危険がある。中国の域外活動
は、外国の国内政治への中国国家の影響力、中国国外
の中華系民族に対する安全保障上の脅威、国際法	
における国籍原則の弱体化など様々な安全保障上	
の結果をもたらす。
四散中華系民族は多様であり、国外の中国国民や	

中国系の外国人も含まれる。中国共産党は、国外居住者	
を中国の発展と習近平書記長の指導の下で始まったい
わゆる「中華民族の偉大なる復興」のために重要	
であると考えている。習近平氏の野心は中国が	
世界政治の中心になることだ。 
中国共産党の政策を支持するために国外の中国人を

動員し、それに反対する人々に圧力をかけ脅威を与	
えようとする中国共産党の目論見は、外国政府からの
非難を招いた。言うまでもなく、四散中華系民族の	
全員が中国政府による中国共産党主導の復興	
プロジェクトへの参加を希望しているわけではない。
四散中華系民族に影響を与え、統制しようとする	

中国共産党の取り組みは、域外活動であり国際法に	
違反する場合もある。例えば、タイ在住でスウェーデン	

国籍の桂民海氏と桂氏の同僚である香港在住で英国国籍
の李波氏の拉致事件、亡命中のウイグル人やチベット
人に対する脅迫などが挙げられる。中国の外交政策	
における野心と域外活動を理解するためには、根底	
にある四散中華系民族に対する中国共産党指導部の	
見解を調査することが重要である。

中国共産党の中国国籍観 
中国は二重国籍を認めていない。その結果、外国国籍
を取得した中国人は、もはや中国では中国人とみなさ
れていない。しかし、中国指導部は中国人を語る際に

近

中国政府の域外権威主義
オスカー・アルメン（OSCAR ALMEN）博士/スウェーデン国防研究所

2016 年 6 月、香港の書店を経営する林栄基氏は、中国当局に数	
ヵ月にわたって拘束されていたと述べ、彼の店の前に立っている。
彼の後ろのプラカードには中国語で「釈放」と書かれており、	
スウェーデン国籍の桂民海氏を含む拘束された他の出版者の	
名前と写真が載っている。AP 通信社
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民族や人種を引き合いに出し、血統や伝統の重要性を
絶えず強調している。この見解によれば、中国を離	
れたのが何世代前かにかかわらず中国国外の中華系民族
すべてが中国国家という中国共産党の考え方に含	
まれる可能性がある。習近平氏は2014年に開かれた	
第七回華僑友愛会議で、以下のように述べた「世界	
には国外に居住する数千万人の中国人がおり、	
みんな中国家族の一員である。長い間、何世代	
にもわたって国外で暮らす中国人は、中国国家の	
偉大な伝統を守り、祖国、祖先の故郷、中国国家	
の血が体に流れていることを忘れていない。」

このような見方は、国外に居住する中国人（華僑）
と中国法に規定された中華系の外国人（華人）との	
区別を曖昧にしている。中国共産党は、国外に居住	
する中国人が愛国心を持ち先祖伝来の祖国に忠実	
であることを期待している。
中国共産党は他の権威主義政権と同様、党に対抗	

する余地がほとんどないため、党の方針に反	
するさまざまな問題についての見解が弾圧の対象	
となる。世界各地の四散中華系民族は、中国共産党	
に反対の意見を持っている可能性があるが、	
中国共産党の不寛容さは、そういった意見についても
同様である。中国政府の立場から見れば、中国を支持
することイコール党の支持であり、その逆も然	
りである。民族主義と権威主義体制の組み合わせは	
中国に特有のものではないが、そのグローバルな	
影響力、グローバルな四散中華系民族の規模、	

そして中国共産党の国外中国人に対する宣伝組織の	
レベルは中国の事例を独特なものにしている。

習政権下の四散中華系民族との関係 
習氏の指導下で、中国はより強硬な対外政策に向	
かっている。四散中華系民族は中国の復興過程の重要
な一部とされている。中央統一戦線工作部（UFWD）
を中心とした国外中国人問題への取り組みは、	
中国共産党の大義のために、国籍に関係なく	
四散中華系民族を動員する取り組みを強化している。
党が信頼できると考える四散中華系民族のメンバー	

は、時には中国の国家利益のため、彼らの居住国の	
政治に影響を与えることに使われることがある。	
中国共産党との様々なレベルで関わっている中国の	
俳優は、オーストラリア等の西側民主主義諸国の政治
に積極的に影響を与えてきた。マレーシアでは、	
四散中華系民族が人口のかなりの部分を占めており、
中国大使が中国社会を支持する声明を通じてマレーシア
国内の問題に介入したと批判されることが何度	
かあった。2018 年の総選挙で、中国大使は	
マレーシア華人協会会長の立候補を公然と支持した。
対照的に、党が反対派として認識している	

四散中華系民族のメンバーは脅威にさらされるリスク
があった。スウェーデンの市民権を有する桂民海氏の
ケースは、中国が国際法に明らかに違反して域外で	
行動した例である。中国の政治指導者に批判的な本を
出版した香港の企業を所有していた桂氏は、2015 年
にタイで拉致され、3 ヵ月後に中国国営テレビで	
強制的に自白させられた。2020 年 2 月に中国の	
裁判所は、外国政府に「違法に情報を提供した」	
として桂氏に懲役 10 年の判決を下した。判決の前に、	
中国当局は彼の中国国籍が回復したと主張した。	
中国の法律によると、彼はもはやスウェーデン市民	
ではなかった。同様に、中国は 2016 年以来ケニア、
カンボジア、スペインなどで詐欺容疑の台湾市民権	
を有する者の送還を要求することに成功している。	
これまで、国外での犯罪で有罪となった台湾人を	
台湾に送還してきた慣行が、今回の強制送還で中断	
されることになった。これに対し台湾政府は「超法規的
な拉致」と強烈に非難している。

セキュリティへの影響 
四散中華系民族に対する域外活動は、様々な安全保障上	
の結果をもたらす可能性がある。1、中国共産党は	
四散中華系民族に影響を与えることで、他国の	
国内政治や政策立案者に影響を与えることができる。
四散中華系民族自身が政策立案者である場合もあり、
重要な政策立案者に影響力を持つ者もいる。中国共産党
の利益が他国の利益と矛盾する場合、そのような	
政策立案者によって他国の国家安全保障が損	
なわれるかもしれない。
2、中国共産党は四散中華系民族を対象として	

影響力を行使しているため、中国系市民が中国共産党

2019 年 7 月、オーストラリアのキャンベラで、中国生まれで初	
めて議会に選出されたグラディス・リュー（Gladys Liu）議員が	
下院で演説する。彼女は中国の外国勢力ネットワーク	
とのつながりで批判されてきた。AP通信社
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による監視や脅迫といった強制的な行為を受けなとは
限らない。このような中国系市民は、彼らが居住する
他の市民が享受する市民権と同じ保護下にあるとは思
っていない。中国共産党は、国境をはるかに越えた	
中国系の外国市民を罰する能力と意志を持っていることを
示した。
3、中国系の人々は社会の反中感情の餌食になる	

可能性がある。国外の中国人に影響を与える中国共産党
の政策は、彼らが中国共産党を支持するか否かにかか
わらず、居住国における彼らに対する疑念を増幅	
させる。反中国感情と人種差別は、四散中華系民族	
のメンバーに対する安全保障上の脅威となり、負の	
社会的影響をもたらす。近代の歴史、特に東南	
アジアではこれが致命的な暴力になり得ることを示	
している。
4、中国政府による国際法違反の域外行為は、	

国際的なルールと規範に対する中国政府のコミットメント
に疑問を投げかける。法的市民権に基づく市民の	
国籍の原則を民族や伝統が覆すことが許される場合、
中国の域外活動により国際法が無力化する危険性	
がある。
5、2015 年 12 月に香港で行われた中国警察による

英国市民と書籍販売者である李波氏の拉致事件と、	
第三国からの台湾市民の引き渡し事件は、香港と台湾
の司法の独立を中国が尊重していないことを示	

している。こうした活動は、これらの領土に対する	
支配を強化するという党の目的の表れである。

対策 
国際社会は、中国共産党の主張が中国人すべてを	
代表するものとして受け入れないことが重要である。
一方、四散中華系民族を利用して圧力をかける	
中国共産党の取り組みが、中国政府への不信感	
を高めることを各国は明確にすべきである。
海外における UFWD の活動を含め、中国共産党	

と四散中華系民族との関係を慎重に検討し	
マッピングすることが重要である。このような	
マッピングを行う際には党のために動いてない	
多くの四散中華系民族に対する疑いを悪化	
させないように特別な注意が払われるべきである。 
スウェーデンのような中国の域外活動の影響を	

受ける国は、自国の経験と措置の調整を他国と	
共有するのが望ましい。中国の域外活動に対処	
するためには、欧州連合は加盟国間で政策調整	
を行うべきである。o

この記事は、スウェーデン国防研究所（FOI）が発行した最近の研究報告に基づいており、
以下のリンクから閲覧が可能である。
https://www.foi.se/rapportsammanfattning?reportNo=FOI-R--4933--SE.

2019 年 6 月、台湾の台北市において行われた香港の犯罪人引渡法案
に反対するデモ。AP通信社

国際社会は、中国共産党
の主張が中国人すべてを
代表するものとして受	
け入れないことが重要	
である。一方、四散中華
系民族を利用して圧力	
をかける中国共産党の	
取り組みが、中国政府	
への不信感を高めることを	
各国は明確にすべきである。
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インド太平洋地域では、急速な	
経済成長と人口増加が続いており
エネルギー需要は地球上のどの	
地域よりも急速に増加している。
国際エネルギー機関（IEA）の	
予測によると 2040 年まで	

に 60% 以上の需要増が見込まれており、	
エネルギー安全保障は今後数十年間で最大の	
課題となる。
同地域で増大する需要を満たすために、インド	
太平洋諸国はエネルギーシステムを改革している。	
国連アジア太平洋経済社会委員会（UNESCAP）
によると、日米両国はエネルギー安全保障を実現
し、価格変動や不安定な市場から経済を守り輸入
エネルギーへの依存度を低減させようとしている。	
さらに 2017 年の報告書によると、インド太平洋諸国
はエネルギー不足に悩む 4 億 2000 万人以上と、	
調理や暖房に従来のバイオ燃料を使う 21 億人に	
エネルギーアクセスを提供しようと努力している。
低炭素エネルギー源へのシフトと多様化する	

エネルギーの構成によって、エネルギー安全保障	
が強化され特に大気汚染などの環境への影響を	
削減し、すべての人が手頃で信頼性が高く持続可能
かつ近代的なエネルギーを利用できるようになると	
UNESCAP の報告書は述べている。「数ある	
エネルギーの問題に取り組むにはエネルギーの	
生産、伝達、消費の方法を変えなければならない」
と報告書は述べている。「多くの国において	
エネルギー部門は徐々に変化しているものの、	
変化のペースを加速させる必要がある。」
国際社会においてインド太平洋地域が力強く	

台頭する今、同地域は化石燃料への依存から抜け
出し、かつ万人に十分なエネルギー資源を確保	
するために広く支持される再生可能資源へシフト
する国際的な規範となり得る。再生可能エネルギー	
による持続可能なエネルギーの未来を構築することを
目的とした国際政策ネットワークで、アジア開発銀行
から融資を受ける REN21 が 2019 年に発行した、	

 「アジア太平洋地域の自然エネルギー白書」によると
 「成長し続ける電力、冷暖房、物流分野における	
エネルギー需要によってインド太平洋地域では様々
な側面から再生可能エネルギーの可能性が開かれる。」
再生可能エネルギーへシフトすることにより	

エネルギー供給の多様化、エネルギーの可用性の
向上、大気汚染の削減、貧困の緩和などのメリット	
があると主張している。「だれもが近代のエネルギー
を利用できるようにする上で、再生可能エネルギー	
資源は極めて重要な役割を果たし得る」と報告書	
は述べている。例えば、「小規模な太陽光発電、
風力発電、水力発電の技術や、バイオマスおよび
バイオガスを利用した内燃機関プラントは、遠隔地	
に信頼性の高い電力源を提供することができる。」	
専門家の推定によると、インド太平洋地域全体では依然
として 7 億 5000 万人以上が電力を利用できていない。
2020 年 7 月の IEA クリーン・エネルギー移行	

サミットで、アジア開発銀行の浅川雅嗣総裁は	
 「再生可能エネルギー、エネルギー効率化、スマー	
トグリッドへの投資を増やすことで、より良好で
長期的な雇用を創出し、大気汚染や温室効果ガス	
の排出を削減することができます」と述べている。	
 「エネルギーの貯蓄技術を伴う再生可能エネルギー
は燃料供給に依存せず、スマートグリッドは何	
かあった時にもすぐに復旧できるため、経済は将来	
の不測の事態に対する耐性が向上するでしょう。	

再生可能エネルギーは、特に農村地域の医療施設
の強化にも貢献することができます。例えば、	
ワクチンを利用可能にするには、太陽光ベースの
コールドチェーンが不可欠です」と浅川氏はコメント
している。

動向と目標
国際再生可能エネルギー機関（IRENA）が 2020 年
3 月に発表した報告書によると、すでにインド	

再生可能エネルギー 
によって地域が 

エネルギー安全保証
の牽引役となり得る

FORUM スタッフ

中

空に向けられたツバルのフナフチに設置された太陽光パネル。同国は、
2025 年までに再生可能エネルギーによる発電を 100％ にするために
奮闘している。GETTY IMAGES
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太平洋地域は欧州や米国を上回るペースで再生可能	
エネルギーへのシフトを進めており、2019 年の	
世界の再生可能エネルギーにおける新たな成長の	
54% 以上を占めている。専門家によると同地域	
では太陽光発電（PV）、風力発電、水力発電、	
バイオエネルギー、地熱発電など、さまざまな技術	
で相当量の再生可能エネルギーが開発されている。	
例えば、2019 年に新規の太陽光発電容量では中国、
インド、日本、韓国、ベトナムで最も増加しており、
新規の風力発電容量では中国と米国が首位に立	
っていると IRENA は報告している。オーストラリア、
ニュージーランド、太平洋島嶼国を含む地域は、
世界の再生可能エネルギー容量に占める割合こそ
多くはないが、同年における再生可能エネルギー	
の成長率は最も高く 18.4% であったと報告書は	
述べている。 
REN 21 の報告書によると、インド太平洋地域

は 2018 年に全世界の再生可能エネルギーに対する	
新規投資の 52% 以上を占めた。ブルームバーグ
ニューエナジーファイナンス（Bloomberg New 

Energy Finance）のデータによると、中国が同地域	
での投資額の増加を牽引し、2019 年の世界全体の
投資額の 3 分の 1 近くを占めた。オーストラリア、
インド日本も上位 10 ヵ国に入った。主要な投資国
の多くは、インド太平洋地域で最大かつ最も革新的	
なプロジェクトを進めている。
例えば、ロイターの報告によるとオーストラリア

は 2020 年 5 月、水素プロジェクトにテコ入れする
ための約 202.46 億円（1.91 億米ドル）の基金を発表
した。同国は 2030 年までに大規模な水素産業を構築
することを目標として掲げている。「水素をキログラム
あたり 2 豪ドル（1.47 米ドル、約 167 円）以下で
生産できれば、国内のエネルギー構成に貢献	
することができ、エネルギー価格を低減して電気	
をつけっぱなしにすることができるでしょう」と、
オーストラリアのエネルギー・排出削減担当相	
であるアンガス・テイラー（Angus Taylor）氏は
述べる。ロイターの報告によれば、2018 年の水素生産
コストはキログラム平均で6豪ドル（4.42 米ドル、

約 502 円）である。オーストラリアのパースに	
本部を構えるインフィニット・ブルー・エナジー	
 （Infinite Blue Energy）社は、同社本部の北 320 キロ
の場所に約 233.2 億円（2.2 億米ドル）を投じて	
巨大施設を建築している。この施設では、風力や
太陽光発電によって1日あたり 25 トンの CO2 フリー	
水素を生産する計画であり、2022 年後半の生産開始
を予定している。 
2019 年後半にインドは、ジャンムー・カシミール	

 （Jammu and Kashmir）のレイ（Leh）地区と	
カルギル（Kargil）地区に、約 6360 億円 （60 億米
ドル）相当の太陽光発電施設を建設する予定を発表
した。太陽光発電について、ヒマラヤ地域は膨大な
可能性を秘めている。同プロジェクトの発表時に、
インドの電力・新・再生可能エネルギー担当国務大臣
である RK シン（R K Singh）氏は、新・再生可能	
エネルギー省が「累積容量約14 MW （メガワット）
の太陽光発電プロジェクトと42 MWh（メガワット
時）の蓄電池容量をレイ地区とカルギル地区に設置
する」と述べた。一方、2020 年 7 月の業界報告書	

によると、アーメダバードに本部を構えるインド	
のアダニ・グループ（Adani Group）は、2025 年	
までに世界最大の太陽光発電会社となることを目指	
しており、2030 年までには世界最大の再生可能	
エネルギー会社になることも目指している。インド	
は、最初の 100％ 再生可能エネルギー都市実現へ順調	
に歩みを進めている。グジャラート州のディーウ	
島（Diu island）の東端に位置するディーウ市は、
ナレンドラ・モディ（Narendra Modi）首相の	
 「スマートシティ構想」に参加し、2016 年に日中	
100% 再生可能エネルギーで稼働するインド初の都市
となった。REN 21 の報告によると、広さ 42 平方	
キロメートル、人口 52,000 人以上の同市は、9 MW
のソーラーパークを建設し、政府の建物の屋根に	
ソーラーパネルを設置して住民が太陽光発電	
ユニットを設置できるように支援した。
日本政府もまた、太陽光エネルギーへの投資を

優先課題としている。2017 年には、2030 年までに	
エネルギー構成の24%を再生可能エネルギーに	

国際再生可能エネルギーー機関（IRENA）が 2020 年 3 月に発表した報告書
によると、すでにインド太平洋地域は欧州や米国を上回るペースで	
再生可能エネルギーへのシフトを進めており、2019 年の世界の再生可能	

エネルギーにおける新たな成長の 54% 以上を占めている。
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2018 年のアジアとインド太平洋の一部の国における	
最終エネルギー消費全体に占める再生可能エネルギーの割合 

技術別のアジアおよびインド太平洋諸国の再生可能エネルギー発電容量	
 （2000 年、2008～2018 年）

注：再生可能エネルギーに関する国際エネルギー機関（IEA）のデータおよび関連する定義を用いて算出。再生可能エネルギーは従来のバイオマスを含む。
出典：OECD/IEA, “World Energy Balances” 2018 年、https://www.iea.org/statistics、フィジーとトンガは国連統計局に基づく。“Tracking SDG Energy Balances” 2018 年、 
https://unstats.un.org/unsd/energy/balance/
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シフトするための法律を制定した。これは現在の
生産量の倍以上である。Power Technology の	
ウェブサイトによると世界最大とされる 100 基の	
水上太陽光発電所のうち、4分の3近くを日本が運営
している。山倉ダムにある日本最大の施設は18	
ヘクタールで、年間約 5,000 世帯に電力を供給している。
他のインド太平洋諸国の多くが再生可能エネルギー

に対して意欲的な目標を設定しており、一部の国
では目標達成に向けて順調に進んでいる。例えば、	
2019 年にニュージーランドは 2035 年までに	
再生可能な発電を 100％ にするという目標を設定
した。数十億ドル規模の揚水発電所の建設も目指
している同国は、すでに既存の水力発電と地熱資源	
で目的達成までほぼ半分まで来ている。ニュージ
ーランドのエネルギー資源相であるメイガン・ウッド
 （Megan Woods）博士は、目標発表時に、「我々
は現実的でありながら野心的な目標を持つことが	
できます」と述べた。「エネルギーの経済性、	
持続可能性、および安全性の 3 領域が適切に管理
されるように、我々は年5回の評価を実施します。」

成功例
REN 21 の報告書によると、インド太平洋地域	
において再生可能エネルギーへの移行が最も成功

しているのは東南アジアと南アジアで、それぞれの	
45.7% および 42% と最も高い浸透率となっている。	
また、同地域で最終エネルギー消費量（TFEC）	
に占める再生可能エネルギーの割合が最も高い国
としてはビルマ（68％）、スリランカ（51.3%）、	
フィリピン（47.5%）インドネシア（47%）が挙
げられ、これらの数字には水力とバイオエネルギー	
が大きく貢献している。
インドネシアでは、電力を再生可能エネルギー

に依存する「スマートでクリーンな」首都の建設
が検討されている。インドネシア政府は、2019 年
8 月に首都ジャカルタの急激な都市化と人口増加に
対処するため首都をボルネオ島の東カリマンタン
 （East Kalimantan）に移す計画を明らかにしたが、
この約 35 億円（330 億米ドル）規模の計画は、	
COVID-19 のパンデミックによる景気減速のため	
延期となっている。新しい都市に再生可能	
エネルギーのインフラを整備することによって、	
再生可能エネルギーに対する投資の機会がもたら	
されることになる。一方、フィリピンのエネルギー
省は、同国の島々でスマートグリッド技術の採用	
を計画している。この電力網ではデジタル技術	
を駆使することにより、発電からサービスエリア	
内のさまざまな需要負荷への電力の移動を監視	
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インド太平洋地域において再生可能 
エネルギーとエネルギー効率を促進する、 
主要な組織やイニシアチブには、REN 21
報告書で特定されている以下の組織や 

プログラムが含まれる。国連アジア太平洋経済社会委員会
 （ESCAP）、アジア太平洋経済協力（APEC）エネルギー
作業部会、南アジア地域協力連合（SAARC）エネルギ
ーセンター、中央アジア地域経済協力（CAREC） 
プログラム、東南アジア諸国連合（ASEAN）エネルギ
ーセンター、太平洋再生可能エネルギー・エネルギー 
効率センター。

南アジア
南アジア地域協力連合（SAARC）エネルギーセンター
SAARC は、エネルギー問題を開発機会に転換することを 
目的としたエネルギー協力プログラムにより 2006 年に
創設された。このプラットフォームには政府関係者、 
専門家、学者、環境保護活動家、非政府組織が参加し、
水力発電、その他の自然エネルギー、代替エネルギーの
開発など、さまざまな分野の潜在的な可能性を掘り起 
こしている。エネルギーセンターは、SAARC 加盟国が
直面しているエネルギー問題に利害関係者が対処 
できるように技術移転、エネルギー貿易、省エネ、 
効率改善を推進している。

米国国際開発庁（USAID）
USAID は、2000 年に南アジア地域エネルギー統合 
イニシアチブ・プログラムを立ち上げた。対象国には 
アフガニスタン、バングラデシュ、ブータン、インド、
モルジブ、ネパール、パキスタン、スリランカがある。
最初の3 つのフェーズでは、国境を越えたエネルギー 
貿易、エネルギー市場の形成、クリーン・エネルギー 
開発に焦点が当てられたが、最新のフェーズでは、 
主に地域の市場統合の推進に焦点が当てられている。

東南アジア
東南アジア諸国連合（ASEAN）
ASEAN エネルギーセンターは、ASEAN 加盟国における 
エネルギー戦略の統合を促進するための政府間組織として
1999 年に設立された。このセンターは、エネルギー 

および管理し、グリッドの信頼性を向上させる。	
REN 21の報告によると、500 万以上の顧客を有
するフィリピン国内最大手の電力会社である	
メラルコ（Meralco）社も先進的なスマートグ	
リッドプラットフォームを統合することによって
消費者の電力消費をより良く管理することを	
計画しており、その第一歩としてプリペイド式	
スマートメータという計画がある。
インド太平洋地域での再生可能エネルギー	

技術の開発と導入のため、新たな牽引役として
台頭する国にバングラデシュやベトナム等の国
がある。バングラデシュには、国内の太陽光発電
プログラムとしてインフラストラクチャ開発公社	
 （IDCOL）が知られており、同プログラムによって
住民の 12％ 以上に電力を供給している。IDCOL は、
再生可能エネルギーのインフラプロジェクトへの	
資金提供を目的として、1997 年にバングラデシュ
が世界銀行と協力して設立した。約 740 億円	
 （7 億米ドル）を投じたこのプログラムによって
420 万台の太陽光発電システムが設置され、	
2019 年半ばまでに 1800 万人が恩恵を受けるこ
とになった。さらに、IDCOL は 1,000 台の太陽
熱灌漑ポンプ、13 台のミニグリッド、100 万台
の調理用コンロ、46,000 台のバイオガス発電所
を設置し、20 万人以上の人々にクリーンな調理環境
を提供している。IDCOL は今後 5 年間で、太陽光発電
システムと調理用システムの設置数を倍増させ、	
2030 年までに国内のすべての従来の調理用	
コンロを取り替えることを目標としている。

今後の課題
再生可能エネルギーやエネルギー効率の高い運用	
を採用していく上で多くの課題が残されている。
 「アジア太平洋地域は世界的に再生可能エネルギー
の重要な地域であるが、急速に増大する	
同地域のエネルギー需要を満たす上で再生可能	
エネルギーの導入は従来のエネルギー源に遅	
れをとっている」と REN 21 の報告書は述	
べている。同地域には、世界最大の温室効果ガス
排出国が 6 ヵ国ある。中国、インド、インドネシア、
日本、韓国、米国である。さらに、アジア	
太平洋地域における人口増加のほとんどが都市部	
で発生している。人口密度で世界トップ 100都市	
のうち 93 都市が同地域にある。このうち	
56 都市が中国にあり、17 都市がインドにある。
 「気候変動緩和に向けた意欲的な姿勢と、	

排出削減に向けた取り組みのスピードには大きな	
差がある」と報告書に記載されている。
従来の化石燃料の消費は、同地域における	

再生可能電力の開発よりも早いペースで成長し

オーストラリア、キャンベラ近郊の風力発電施設で回転	
するタービン。ロイター

インド 
太平洋
エネルギー協力を率いる組織
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続けている。地域の総エネルギー消費のうち、
近代の再生可能エネルギーが占める割合は	
10％ に満たないと専門家は推定している。
インド太平洋諸国のほとんどはエネルギー	

自給国ではない。REN21 の報告書によると、	
世界最大の石炭輸出国であるインドネシアと	
世界第9番目の石炭排出国であるモンゴルは明	
らかな例外だとしても、日本、韓国などの多	
くのインド太平洋の国々がエネルギーの	
50％ 以上を輸入に頼っている。 
さらに、報告書によると国土が広く潜在的	

な再生可能エネルギー能力が高い国においても	
最終エネルギー消費量に占める再生可能エネルギー
の割合は依然として低い。インドと中国を合	
わせると、世界の一次エネルギー消費の 28％ を
占めるが、それでも 2016 年におけるインドの	
最終エネルギー消費量に占める再生可能エネルギー
の割合は 40％ に満たず、中国に至っては 20％ を	
下回っていると報告書は述べている。 
再生可能エネルギーへの移行を阻む他の障壁	

としては資金調達、再生可能エネルギーに対する	
政府のより高度な支援、急速に変化する需要に対する
業界の動きの変化、気候変動による制約、都市化の
発展などがあると、同報告書は述べている。 
IEA の予測によるとインド太平洋のエネルギー

需要に見合うには 2040 年までに数兆ドル規模	
の投資が必要である。米国のフランシス・	
ファノン（Francis R. Fannon）エネルギー	
資源担当次官補は 2020 年 6 月、アジアEDGE	
 （Enhancing Development and Growth 
through Energy）のワークショップで次のように
述べた。「増大する需要を各国がどのように	
満たすかによって地域全体のエネルギーの	
安全保証と経済の安定性が大きく影響されます。	
これは世界的に影響を及ぼすでしょう。」

政策とプログラムが地域の経済成長と環境の持続可能性 
と確実に調和できるように、情報と専門知識を提供 
している。ASEAN エネルギー協力行動計画 2016～2025
には、クリーンで安価なエネルギーシステムへの 
移行についての協力イニシアチブが含まれている。 
例えば、ASEAN スマートシティネットワークは、 
持続可能なスマート都市開発に向けた取り組みとの 
相乗効果を目指している。26 の試験都市のネットワーク 
が最善策を共有し、民間部門とのプロジェクトを促進
し、アジア開発銀行（ADB）などの外部パートナーから
資金を調達している。

大メコン圏
この地域を構成するビルマ、カンボジア、ラオス、 
中華人民共和国、タイ、ベトナムの国々は、主に 
メコン川流域の利用可能な水力発電からの電力取引 
について協力している。例えば、アジア開発銀行と 
他のスポンサーによって持続可能なインフラ開発と 
交通回廊の国境を越えた経済回廊への転換を通じて 
つながりを強化したり、国境を越えた人の流れや物流を
効率化し、市場、生産、バリューチェーンを統合して 
競争力を高めたり、国家間で共有する社会・環境問題 
に取り組むプロジェクトやプログラムを通じて 
コミュニティ意識を高めたりする取り組みが行 
われている。

太平洋諸島諸国
太平洋共同体事務局
太平洋共同体事務局は、太平洋地域における横断的な 
地域開発協力の主要なプラットフォームであり、 
太平洋地域組織協議会の創設メンバーでもある。その 
国土資源・エネルギープログラムは持続性の確保と 
環境への影響の軽減を目的として、太平洋地域の 
エネルギー資源の活用を目指している。同プログラムは、
既存のエネルギー・ネットワークとその利用による 
炭素排出量の削減に取り組んでおり、統治、技術評価、
能力開発に焦点を当てている。同事務局はトンガ政府 
との協力により太平洋再生可能エネルギー・ 
エネルギー効率センターを運営している。

太平洋電力協会
太平洋電力境界は政府間機関であり、技術訓練、 
情報交換、上級管理職と技術の専門知識の共有、 
およびその他の活動における太平洋島嶼国の 
電力事業者の協力を促進する。

南太平洋大学
12の加盟国が所有する南太平洋大学は、太平洋地域 
の高等教育や同地域の持続可能性についての研究 
をしており、再生可能エネルギーの拡大を支援 
する活動を行っている。

出典："Asia and the Pacific Renewable Energy Status Report"、REN21、2019 年 

 「地域における協力を拡大	
することによって、エネルギー
不足に陥っているアジアの	
発展途上国間でエネルギー	ー	
へのアクセスの改善に貢献し、
自然資産の保全、農業生産、	
食の安全保障といった観点	
から地域に恩恵をもたらす	
可能性がある。」

 − アジア開発銀行研究所の研究者による南 
アジアに関する 2020 年 4 月の報告書  
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中国河津市の石炭処理工場から出る煙と蒸気。中国は毎年、世界で使
用される石炭の約半分を消費している。世界の計画中、建設中また
は操業中の石炭火力発電所はほとんどがアジアに位置する。AP通信社

タイのペチャブリー県にある太陽光発電所のパネルをチェック
する作業員。ロイター

約 148 億円（1 億 4000 万米ドル）の初期投資	
によって 2018 年に設立されたアジア EDGE は、	
インド太平洋地域のエネルギーの安全保障、多様性、
アクセス、貿易を支援している。同プログラムの
下、インドは 2019 年 10 月に米国連邦エネルギー
規制委員会と協力して柔軟な資源構想（Flexible 
Resources Initiative）を立ち上げ、同国における
民間の資本調達能力を強化し、安全保障上のニーズ	
に資金提供をおこない、電力システムに関わる	
米国企業の機会を拡大した。

主要な協力活動
REN 21 の報告書によると、地域における協力は	
クリーン・エネルギーの運用とエネルギー安全保障	
の改善に不可欠である。例えば、国境をまたいだ電力
の取引は東南アジアのメコン地域において特に有益
であることが証明されている。アジア EDGE への投資
を通じて、日本と米国国務省及び米国国際開発庁	
 （USAID）は国境を越えた送電線を建設する	
米国企業を支援するため、地域の電力網を対象とする
日米メコン電力パートナーシップを構築した。

アジア開発銀行研究所の研究者が 2020 年 4 月	
に発表した南アジアに関する報告書によると、	
 「地域における協力を拡大することによって	
エネルギー不足に陥っているアジアの発展途上国間	
でエネルギーへのアクセスの改善に貢献し、	
自然資産の保全、農業生産、食の安全保障といった	
観点から地域に恩恵をもたらす可能性がある」	
と記載されている。さらに「資源の共有、生産、
貿易といった様々な層における地域協力と統合を
強化することで、各国を相互依存ネットワーク	
にまとめあげ、再生可能エネルギー資源と	
非再生可能エネルギー資源の利用を最大化	
することができる。」 o
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インド太平洋諸国が支援する	
パートナーシップ、技術による	
食糧安全保障
FORUM スタッフ

独立後 55 年を経て、シンガポールの島国は、	
植民地時代の前哨基地から世界的な貿易と金融	
が盛んな大国へと成長しており、その繁栄は地平線
に首を伸ばしているような地形にも現れている。
一人当たりの国内総生産が定期的に世界のトップ

10 に入るこの都市国家は東南アジア最大の港の	
本拠地であり、電子機器から医薬品、医療機器に	
至るまで様々な製品を輸出している。教育を受けた
生産性の高い国民は 1965 年以来 3倍の 570 万人に	
達し、高い生活水準を享受している。
しかし、土地の性質自体が過去半世紀にわた

ってほとんど変わらず、720 平方キロメートル
の土地の大部分が不毛な土壌であり作物を栽培
するには適していない。
 「シンガポールは耕作可能な土地が限ら	

れているため農業国家ではなかった」と、	
政府の開発機関であるシンガポール企業庁
（Enterprise Singapore）の事務局長である	
キー・アイ・ナ（Kee Ai Nah）氏は 2019 年に
記している。「今日、消費する野菜のうち、地元
の農場で生産されているのはわずか8%であり、
食品輸入に大きく依存してる。」
経済的な奇跡を成し遂げたこの機知に富んだ	

国でさえ、食糧を国民に確実に供給できるよう	
にすることは食糧安全保障だけでなく国家安	
全保障にも影響を及ぼす巨大な事業であることに
変わりはない。  
このことはインド太平洋地域全体で直面している

現実であり、パンデミックの広がりが深刻	
であるため、人々が失業したり貧困に追い込	
まれたりする一方で、作物を枯死させ、ロックダウン	

高まる
安定性

ベトナムは 2020 年
3 月、COVID-19 を
理由にコメの輸出
を一時的に停止 
した。世界第3 位
のコメ輸出国で、
その市場には 
中国、マレーシア、
フィリピンが含 
まれる。  
AFP/GETTY IMAGES

37IPD FORUMFORUM



38 IPD FORUMFORUM

でサプライチェーンが停滞して飢餓の恐れさえあり、	
さらに悪化している。
例えば、ベトナムは 2020 年 3 月に COVID-19 を危惧	

してコメの輸出を一時的に停止した。ベトナムは世界
のコメの輸出においてはインドとタイに次いで多	
いが、ベトナムのVnExpress International紙によると、	
2019 年に 28 億米ドル相当のコメ 637 万トンを中国、
マレーシア、フィリピンを含む	
市場に輸出したという。

食糧安全保障上のジレンマに直面
しているンガポールをはじめとする
多くの国は、地域パートナーシップ
と発展している技術の将来性に答
えを見出している。
 「富裕国と貧困国が共に直面	

する世界的開発上の最大の課題の	

1 つは、消費者の嗜好の変化と人口増加に対応するために	
農業生産を増加させる一方で、水の使用量とヘクタール	
を減らし予測不可能な気候変動を管理することであ	
る」と、戦略国際問題研究所（Center for Strategic and 
International Studies）の世界食糧安全保障プロジェクト
 （Global Food Security Project）の責任者であるキンバリー
・フラワーズ（Kimberly Flowers）氏は、ワシントン
D.C. のシンクタンクに向けてのエッセイに書いている。

不安の種
国連の 2020 年 7 月の報告書によると、世界では 2019
年に 6 億 9000 万人近く、つまり地球の人口の約 9% が
飢えに苦しみ、その半数以上がアジアである。コロナ
ウイルスの大流行により、その数は 2021 年までに	
8 億 2000 万人を超える可能性があり、2030 年までに	
 「飢餓や食糧不安、あらゆる形の栄養不良を撲滅する」	

日本の京都の工業地
帯にあるこの垂直農
法は、人工光を使用
し人の介入を制限し
て、毎日3万株のレ
タスを生産する。
AFP/GETTY IMAGES
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という国連の目標に対する疑問がさらに投	
げかけられている。
 「この報告書が警告しているのは、もし過去数年間

の傾向が続けば私たちは飢餓ゼロに向かうのではなく、	
飢餓が増えるということだ。非常に憂慮すべきことである」
と、国際食糧政策研究所（IFPRI）のヨハン・	
スウィンネン（Johan Swinnen）局長は、政府機関	
のウェブサイトに掲載された記事で述べている。	
 「さらに心配なのは、COVID-19 が世界の最貧層の	
問題をさらに悪化させていることだ」と懸念を表明	
している。。
長年にわたり、市民の不安や紛争の大きなきっかけと

見なされてきた食糧不安は、21 世紀の最も解決困難な
問題のひとつとなる可能性があり、致死性の高いウイルス
が猛威を振る前から人口の増加と大規模な人口移動	
によってすでに悪化している。

米国国家情報長官（DNI）は、2015年のインテリジ
ェンス・コミュニティ評価（intelligence community 
assessment：ICA）の「世界食糧安全保障」で、2020	
年代半ばまでに生産と輸送の混乱、購買力の低下などの要因
が食糧不安のリスクを高める可能性が高いと予測した。
 「一部の国では、食糧安全保障の低下はがほぼ確実	

に社会的混乱と政治的不安定の一因となる」と DNI は
記している。
飢えた人々が食料を求めて行くので、食糧不足は	

国境の内外を問わず大規模な移住を促す可能性がある。	
民衆の間に不和と不満が生じたとき、過激主義と暴力
の根本には飢餓があるかもしれない。このような不安
は悪循環となり、貿易を阻害して文官当局を圧倒	
することで食糧安全保障がさらに弱体化する。
ある研究が Stability:International Journal of Security and  

Development に発表されているが、それによると研究者	
らは、2011 年に世界各地で武力紛争の件数と深刻	
さが大幅に増加した原因が、「2010 年後半から 2011	
年前半にかけての、国際食糧価格の急上昇に密接に	
関連していた」ことにあると発見した。
フラワーズ氏（Flowers）は 2016 年に発表した自	

らのエッセイにおいて、世界中で「食料価格の高騰と
変動によって都市の暴動や政府の失脚、地域の不安が
生じている」と述べている。
米国国家情報会議（National Intelligence Council）	

によると、特にインド太平洋地域では人口動態の急激	
な変化とジェンダー格差が大きな問題となっている。
 「水や耕作地などの天然資源が不十分であると、	

若い男性の割合が不均等になる多くの同じような国々、
特にサハラ以南のアフリカ諸国、中国やインドを含む
南アジアおよび東アジアの国々で州内紛争が勃発	
する危険性が高まる」と「グローバル・トレンド	
2030：未来の姿（Global Trends 2030: Alternative 
Worlds）」の会議で報告された。

実りあるパートナーシップ
IFPRI による 2019 年 10 月の報告書によると、インド	
太平洋地域における飢餓との闘いには、農村インフラ、
灌漑、農業研究開発などの分野における協力プロジェクト
と多額の支出が必要である。アジア開発銀行委託の報告書
によると、この地域が国連の 1 人当たりの飢餓基準である
5% を達成するには、今後 10 年間で年間農業投資額を	
倍増し、ほぼ 790 億米ドルにする必要がある。
失敗時のコストも莫大なものとなるだろう。
世界第 4 位の人口を抱えるインドネシアは、人口	

2 億 6700 万人のうち 1/3 近くが東南アジア最大の	
経済に欠かせない農業分野に従事している。IFPRI	
によると、インドネシアは高収量のイネ品種や肥料	
などの対策によって生産量を大幅に増加させているが、	
人口増加の規模が資源を圧迫し続けているという。 
 「食糧安全保障は国家開発の優先課題のひとつだ」と、

同研究所の 2019 年の報告書の補足分析で研究者たちは述
べている。この報告書は若者や起業家的な農業従事者	
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の参加を促すことから、衛星やセンサー、デジタル	
技術を活用した「精密農業」の普及を促進するこ	
とまで幅広い措置を提言している。
東南アジア諸国連合（ASEAN）の加盟 10 ヵ国

が日本、中華人民共和国、韓国とともに ASEAN	
食糧安全保障情報システム（AFSIS）を設立した
20 世紀初頭に、食糧安全保障を強化する地域的な
取り組みが加速した。
この取組みの目指すところは、データの収集や	

分析および普及を改善して早期の警報や商品の	
予測を提供する情報ネットワークを構築することで、	
加盟国が食糧安全保障の脅威と緊急備蓄をより	
適切に管理できるようにすることだ。
AFSIS のデータベースは、この地域の5つの	

主要作物であるキャッサバ、トウモロコシ、コメ、	
大豆、サトウキビに焦点を当てて、生産、卸売価格、	
労働力参加率、収穫量、収穫カレンダー、土地利用
などの不確定要素を監視している。
インド太平洋地域における飢餓撲滅の戦いは、

米国の資源と専門知識によって強化されている。
冷戦が始まって以来、米国は世界最大の食糧援助国	
であり米国国際開発庁（USAID）の平和食糧局	
を通じて 150 ヵ国以上、40 億人以上の人々に	
サービスを提供している。
USAID のウェブサイトによると、USAID は 2019	

会計年度には食糧の寄付、バウチャー、現金、	
現地で購入した商品を含み 44 億米ドル以上の開発	
と緊急食糧援助を提供した。政府の飢餓早期警報	
システムネットワークは、緊急事態の最大 8 ヵ月前	
に食糧支援の必要性を予測することができ、	
人道支援の対応を迅速にする。

米国や ASEAN、志を同じくするパートナー	
によるこうした努力は人命を救い、平和を生み出
している。
 「食糧不安が紛争の脅威要因であるならば、	

食糧安全保障を改善することで緊張が緩和され、
より安定した環境に貢献することができる」と、	
デンバー大学ジョセフ・コーベル国際研究大学院	
 （University of Denver’s Korbel School of 
International Studies）のカレン・ヘンドリックス	
 （Cullen Hendrix）氏と国連平和構築支援室	
 （U.N.’s Peacebuilding Support Office）	
のヘンク・ジャン・ブリンクマン（Henk-Jan 
Brinkman）氏の両研究員は、2013 年に学術誌
Stabilityに発表した研究論文で述べている。

農業の再構築
インド太平洋地域の田畑では、科学技術の進歩	
により地元や地域の食糧安全保障を支えながら、	
農家や生産者が田植えの時期から収穫の時期までの	
役割を再認識できるようになっている。 
•	バングラデシュ北西部では、米国国際開発庁
の将来の食を守る（Feed the Future ）の主導	
により、コーネル大学などのパートナーと協力
して作物の病害虫に強く有毒な農薬の使用	
を大幅に削減できる耐虫性ナスの品種を導入	
した。2018 年にはナス農家の収穫量	
は 42%増加し、1 ヘクタール当たりの利益は
400 米ドル増加した。
•	干ばつが起こりやすいインドのカラハンディ	
地区では、国際半乾燥地熱帯作物研究所	
 （International Crops Research Institute for 
the Semi-Arid Tropics）の科学者たちが	
インド国営送電公社（the Power Grid Corp. 
of India Ltd.）と提携して、2020 年半ばの時点
で 7 つの村に 32 の農業用溜池を建設するなど
雨水管理システムを実行した。土壌の健康状態
をマッピングすることで劣化や不足が明らか
になり、これらを研究チームが栄養素や改良
された作物品種で対抗し、収穫量が増加	
したと同研究所は報告している。
•	また、作物研究所はオーストラリアとインド	
の科学者と協力してタンパク質、繊維、鉄	
などの栄養素が豊富な食品であるヒヨコマメ
の耐乾性を高めるゲノム配列決定プロジェクト
に取り組んでいる。
•	パプア・ニューギニアでは IFPRI の研究者が	
政府機関と協力して、食糧の生産、価格設定、
消費を分析するデジタルデータベースを開発	
しており、これによってコミュニティが変動	
する食糧供給により適切に対応できるようになる。
•	フィリピンに本拠を置く国際稲研究所	
 （International Rice Research Institute）は、
南北アメリカと欧州の科学者の共同体と協力

パプア・ニューギニアでは、政府機関と国際食糧政策研究所がイチゴ	
やその他の作物の生産、価格設定、消費量を分析して地域社会が	
変動する食糧供給に対応できるようにしている。AFP/GETTY IMAGES
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して、耐病性のイネ品種を開発している。この
パートナーシップは、潜在的に壊滅的な斑点細菌病
のような病原体を迅速に検出するための診断	
キットの開発にもつながった。
IFPRI は 2019 年の報告書で、このような研究開発	

への投資は農業の収量と生産を高めると述べている。	
そして、食料価格が下がり世帯収入が増え、食糧が
入手しやすくなり、「結果として、栄養不良の子	
どもたちや飢えた人々の数が減少する」。

空を見上げて
多くのシンガポール人にとって、人口密度の高い島
での生活水準の高さは紛れもないことだ。国土面積
で世界 191 位にランクされたこの都市国家は、最小
限の不動産を最大限に活用するために何千もの高層
ビルを建設してきており、今日、人口の約 80% が持
ち主自身の家に住んでいる。
近年シンガポールは住宅と同じアプローチで農	

業を始めている。つまり垂直のビルになったのだ。
世界初の低炭素・水力発電による垂直農法と自称す

るスカイグリーン（Sky Greens）は、シンガポールな
どの「土地の乏しい地域が食糧供給の回復力を確保	
する」ことを目的として、2012年に商業運転を開始した。
受賞歴のある官民共同の取り組みによって、高さが最大	
で 9 メートルのA字型のアルミニウムフレームにキャベツ、
レタス、ホウレンソウなどの野菜を栽培している。各	

フレームには何十層もが回転しており、植物が一年中室内
で十分な水や栄養を得ることができる。
スカイグリーンのウェブサイトによると、水の流

れと重力とで回転を生み出し、各タワーが必要とする	
電力を電球1個分に削減する。油圧システムを動	
かしている水は灌漑に再利用されている。
シンガポール企業庁（Enterprise Singapore）	

によると、30 以上の屋内垂直農法が島中に出現しわずか
数年で5倍に増加した。人工知能、スマートセンサー、
その他のデジタル技術の進歩に加えて、農業技術	
の新興企業や多国籍複合企業による投資により	
シンガポールの屋内農業産業は 2023 年まで	
毎年 20% 近く増加すると予測されている。
貿易分野や金融分野で行われてきたように、シンガポール

は都市農業の次の偉大なハブになろうとしている。	
2020 年 9 月、シンガポール食品庁は 2030 年までに	
栄養必要量の 30% を現地生産された食品で賄うという国家
の「30×30」の目標の一環として、都市のハイテク農場	
9ヵ所に 4000 万米ドル近い補助金を出すと発表した。
同局の最高経営責任者を務めるリム・コック・タイ	

 （Lim Kok Thai）氏は声明で、「COVID-19のパン	
デミックの中で輸入品への依存を減らして供給が	
混乱しないように現地生産を加速することが	
急務となっている」と述べた。「今後も農業食品業界
と協力し、より大きくより早く成長するよう支援し、	
食糧安全保障を強化していく。」 o

シンガポールの「30x30」の 
目標は、2030 年までに人口 570 
万人の都市国家が必要な栄養 
の 30% を地元産の食品で賄 
うことだ。ロイター
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COVID-19 の世界的大流行は、この	
時代を大きく変えました。公衆衛
生問題についての私達の考え方や	
行動について疑問を投げかけました。
また、経済と貧困の階層を塗り替
え、人々の国境を越えた移動方法
にも影響を与えています。何より

重要なことは人種、階級、性別に関わらず、	
すべての人類に影響していることです。
RedR オーストラリアは、危機や紛争の前後や	

渦中においてコミュニティの計画、準備、再建、
復興を支援するために熟練した人材とトレーニング
を提供する国際人道支援機関であり、世界各地の
パートナー組織に人道支援を提供しています。	
人材が私達の提供するニッチなサービスです。	
私達の人材は、最も弱い立場にある人々に尊厳と
思いやり、精神的な寛容性を提供しています。	
彼らは公益のために貢献しようという気持ちを具体化
しています。私たちは地域社会と協力して取り組
む機会を得たことを光栄に思っています。 
世界中の多くの産業同様、COVID-19 が広がる	

中、危機に直面するコミュニティにさらなる	
人道支援を派遣することが困難になりました。
災害リスクの管理や復旧、健康や保護など必要
なスキルを持った人材がいるにもかかわらず、
世界中の交通機関が閉鎖されたためほとんど	
身動きがとれなくなりました。 
さらに、世界中の保険会社が医療上の避難や

緊急時の救出を保証できないため、人材や資産を
動かせないこの状況をさらに悪化させています。	
世界中が停滞する中でアプローチを変える必要	
があると気づきました。でなければ、ただ深刻化
するこの状況をただ傍観するしかありません。 
RedR オーストラリアは、これまでにもエボラ	

出血熱、鳥インフルエンザ、SARS などの	
パンデミックに対応してきており、危機的状況に	
専門家を派遣してきました。私たちは共に協力して
COVID-19 の世界的な大流行と戦うことを決意	
しています。南太平洋における二重災害、シリアと
ロヒンギャの難民危機に焦点を当てながら、RedR	
オーストラリアがどのように作戦を順応させ、その	
過程での課題を克服してきたかを以下に概説します。

革新性と機動性
渡航禁止、空港の閉鎖、保険市場への規制が急速	
に進展する中、革新的な運用上の問題解決策が	
パンデミックの初期段階から必要とされていました。
RedR オーストラリアは、活動を守るための追加保険
を整備するために専門のブローカーと契約し、	
オーストラリア政府と協力して同国の	
渡航禁止措置の見通しについて確認しました。 
国際便が大幅に減少したのが RedR オースト	

ラリアの物流にとって最大の障壁の 1 つでした。
国連世界食糧計画の共益サービスプロジェクト
への登録を通じて、人道支援活動家が定期便	
ネットワークにアクセスできるようにしました。	

COVID-19 
への方向転換
RedR オーストラリアの初期の	
学習と今後の課題
カースティン・セイヤーズ/(KIRSTEN SAYERS ) REDR オーストラリア
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いずれの場合も個人および内部ワーキンググループ	
の明確なタスクと、より大きな組織への定期的
な進捗報告により重大な混乱が生じた際の機動性	
を確保してきました。

太平洋：備えと現地化
太平洋島嶼国は、他の国々で見られるような高い	
COVID-19 感染率や死亡率をおおむね免れたものの、
既存および新たな人道的危機の中で健康の	
危機に対処しなければなりませんでした。 
2020 年 4 月初旬、カテゴリー 5 のサイクロン	

 「ハロルド」が太平洋を横断して壊滅的な被害	
をもたらし、バヌアツ（Vanuatu）の人口の	
30% が被災しました。当時、バヌアツでは
COVID-19 の感染は報告されておらず、国境で厳	
しい管理体制が敷かれていました。この管理体制	
によって国民は COVID-19 の被害から守られた
かもしれませんが、人道支援を受けるための道
が縮小しました。このことから RedR オースト
ラリアをはじめとする同分野の他の組織にとって、
現地主導のソリューションを支援するために、	

国際便が大幅に 
減少したのが、 
RedR オーストラ
リアの物流 
にとって最大の 
障壁の 1 つでした。 
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強力な運用体制が必要であることが浮き彫りになり	
ました。バヌアツ政府は、新たに導入された準備・
対応計画、および 2015 年のサイクロン「パム」	
の直撃を受けて整備されたサイクロンに強いインフラ
によってハロルドへの対応を主導しました。
オーストラリア政府の資金援助を受けた	

オーストラリア支援プログラムを通じて、私	
たちは少なくとも7つの太平洋諸国政府および	
コミュニティや現地・地域機関と協力し、各国
の災害に対する備えや対応能力を強化しました。	
この活動によって国家災害管理計画と手順の策定	
を支援し、多くの南太平洋諸国が複数の複雑な
緊急事態に対処する能力を強化しました。 
COVID-19 以前には、20 人の RedR オーストラリア	

の職員が太平洋地域に配備されていました。	
このパンデミックの状況下でも 17 人が配備され、
18 人がリモートで活動しています。私たちは早
い段階で、可能な限り私たちの職員が安全かつ
太平洋地域のパートナーと協力して活動ができ
るように支援することを決定しました。これには	
各国で使える専門知識を増やすために、私たちに	

協力してもらえる有能で経験豊かな太平洋諸島の
国民を探し、参加してもらうことも含まれます。 
現地および実用的なソリューションの例を以下	

に挙げます。
•	現地の専門家を積極的に採用したことによって、
迅速なアクセスが可能となり効果がありました。
災害時には、彼らが活動する状況やネットワーク
の理解が重要です。バヌアツのこのようなRedR
オーストラリアの職員の 1 人は、供給された	
人道支援物資が国内外の輸入規制に見合うかど
うかを確認することにより物資の移動を円滑化
しました。これにより物資が適切に届けられる
ようになりました。
•	国連人口基金（UNFPA）は、ロックダウン	
をはじめとする COVID-19 による規制によって、

フィジーのナムブカレブ・イ・ラ（Nambukalevu-i-Ra）
で、サイクロン「ハロルド」による被害を視察する現地の	
人道的対応チームを支援する、Australia Assists のダニエル・
ノリエガ（Daniel Noriega）氏（右）。REDR オーストラリア
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ジェンダーに基づくに暴力が毎年 20% 増加	
すると予測しました。これらの予測は、太平洋諸国
によっては増える可能性があります。また、	
保健システムが緊急事態に対応するために	
セクシュアル・リプロダクティブ・ヘルス・ケア
 （SRH）のリソースを割いたため、女性と女児
は不利な立場におかれています。医療クリニック
の閉鎖やコミュニティベースのサービスの遅延	
や取り消しによって、女性や子供は高まる	
リスクに晒されています。国際家族計画連盟	
 （IPPF）および国連人口基金（UNFPA）との
協力のもと、RedRオーストラリアのモニタリ
ング・評価（M&E）の専門家は、感染予防と管理
の観点から備えと対応のモニタリングに協力	
しました。これには COVID-19 によって医療
システムが逼迫した場合に、命を救う SRH	
サービスが提供できるように各国に合わせた	
M&E ツールやサポート人員の準備をすることが
含まれています。 

RedR オーストラリアは、災害や紛争の前後や渦中 
に地域と協力して計画、準備、再建、復興を行 
うための訓練とこのようなスキルを備えた人材を 
提供する人道支援組織です。RedR オーストラリア 
は災害リスク管理、人道的対応、保護と安定化を 
含む 76 のスキルプロファイルにわたる技術専門家 
750 人以上の名簿を管理しています。RedR オースト
ラリアは 1992 年、技術者のジェフ・ドーベル（Jeff 
Dobel）氏によって設立されました。ドーベル氏の 
ビジョンは、技術者を派遣して国際的危機の中で 
被災した地域社会を支援するというもので、4 つの 
設立団体による支援を受けて設立されました。４ つの 
設立団体とは、Engineers Australia、IPWEA（Institute 
of Public Works Engineering Australasia）、Consult 
Australia、およびProfessionals Australiaです。RedR 
オーストラリアは設立団体、企業パートナー、 
政府ドナーからの寄付と支援によって支 
えられています。

フィジー・カダブ（Kadavu）島地区担当の医療事務員である
リティアナ・マナ（Litiana Mana）氏（左）とAustralia Assists
のダニエル・ノリエガ氏は、フィジーの Reproductive and 
Family Health Association の対応チームによるカダブ島の村々
への訪問計画を立てている。REDR オーストラリア

私たちについて
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ロヒンギャ危機調整とアクセス
バングラデシュのコックスバザール	
 （Cox’s Bazar）にある世界最大の難民
キャンプには、ミャンマーから逃	
れてきた推定 100 万人のロヒンギャ族
が暮らしており、一平方キロメートル
あたり 6 万人から 9 万人もの人々が住	
んでいます。このパンデミックにおける
ソーシャル・ディスタンスは不可能	
でした。過密状態、限られた衛生設備、
過剰な負担の強いられる医療システム	
のため、COVID-19 のアウトブレイク	
に備えることは厳しいものでした。	
2020 年 5 月 14 日に最初の COVID-19
陽性と判定された難民が現れ、2020
年 5 月 30 日に最初の死亡例が報告	
されました。キャンプでは長引く	
人道危機を悪化させる健康危機に備	
えていましたが、難民の中で報告された
症例数は 2020 年 10 月まで比較的少	
なかったのです。しかし、この少なさの
原因の 1 つは検査数の少なさです。
RedR オーストラリアは、2017 年

から難民危機を支援するために人道支援
の専門家を 52 人を配備してきました。	
調整と複数分野、複数パートナーとの	
コラボレーションは依然鍵となって	
います。RedR オーストラリアの	
人事部は、コックスバザールにおける
COVID-19 への備えと対応に集中する
ために、すぐさま方向転換しました。 
人道回廊を支える文民統制が継続する	

太平洋地域の状況と比較すると、ミャンマー	
における貨物輸送に対する軍の監視の強化
は、不可欠な人道支援へのアクセスと	
サプライチェーンに大きな影響を与	
えています。このことがCOVID-19 の	
リスクと人命のリスクを高めています。
市民と政治的指導者、そして治安と法律
そして司法による保護との関係は、人道支援
が可能となったり無力化させられたりする
鍵であることに変わりはありません。 
RedR オーストラリアでは困難	

であることにも関わらず、以下	
のことがどのように影響	
するかについて焦点を当てました。

•	バングラデシュの国連難民機関で働
く私たちの水力エンジニアは、	
コックスバザールでのモンスーン洪水
のモデル化作業からキャンプ施設を
COVID-19 の隔離と検疫のために	
転用する作業に移行しました。

RedR オーストラリアは、前例のない人道危機とも言える 
COVID-19 のパンデミックに備えてリアルタイム学習を 
改善するためにモニタリング・評価チームを投入 

しました。これにより以下の教訓を得ることができました。
•	 「何もしない」という選択肢はない。私たちは早期に戦略的な 

決断を下しました。派遣された職員が残ることを選択した場合、
安全に支障がない限り、極力彼らの活動を維持できるように 
最善を尽くします。帰国させたのは、帰国を選択した人、高い
リスクにさらされている人、あるいは受け入れ機関が解散した
場合のみに限られています。

•	 協力関係に投資し、努力と精神の統一をもって対応することが 
重要。これらの協力関係は私たちの職員と地域社会、そして 
彼らが共に働く指導者との間に形成された信頼によって結 
ばれています。私たちはこの世界的な人道上の挑戦に立 
ち向かっていくことを決意しています。影響を受けない国 
はありません。

•	 応急処置の第一規則は自身の安全確保。私たちにとっては、 
自身の地域社会が不安、恐怖、不透明感でもがいている中で 
国際的な危機に対応していました。したがってメルボルン 
本部およびフィジーとヨルダンの各支部のスタッフが安全であり、
かつリモートで新しい方法を使って作業できるように必要な 
リソースと安全性が確保できるようチームを編成しました。

•	 危機的状況において、共通の目的を達成し、組織の目標に向 
けてリソースを集めるには、思いやりのある正確なコミュニケ
ーションが肝心。ありがたいことに、グローバルな展開と 
テナント問題により、最近スタッフはリモートでの作業経験を
積むことができました。スタッフとの体系的なコミュニケーシ
ョン・チェックインを確立し、電話、メール、ビデオを通じて
スタッフの派遣を行いました。スタッフの多様性は、彼らの 
ニーズも多様化させるということが理解できました。2020 年3  
月末までには、すべてのスタッフと派遣人員の多くが在宅勤務 
となっていましたが、継続して寄贈者と協力して活動を続 
けていました。

•	 現地化への取り組みが進展我々は、太平洋地域における活動 
と編成の仕組みの能力強化、地域および現地に合わせた 
緊急事態への備えと訓練を提供する方法の探求、また、RedR 
インドネシア、RedR インドとの共同プログラムや活動展開 
をはじめとした RedR インターナショナルとの協力関係を 
深めることに焦点を当ててきました。

•	 災害対策を地域が主導し、救援の呼びかけに応じてもらうことが
重要。バヌアツがサイクロン「パム」からの復興を果 
たしたことにより、同国はCOVID-19のパンデミックや 
サイクロン「ハロルド」への対応に必須の準備と対応の 
仕組みを強化することができ、強化された建物を建築 
することができました。

得られた教訓
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•	国連人口基金ミャンマー事務所で働く私たちの
性的搾取・虐待防止コーディネーターは、	
バーチャルなものも含め検疫センターでの	
予防メッセージの普及を支援しました。
•	国連人道問題調整事務所（OCHA）ミャンマー	
事務所で働く人道的問題アクセスに関する	
アドバイザーを派遣して活動の確立、ニーズ	
の評価、被災者への人道支援物資、人員、
サービスの移動を支援しました。
•	国連世界食糧計画（WFP）ミャンマー事務所の	
 「被災者保護と説明責任」に関するアドバイザー	
は、ジェンダーと保護に関するアドバイスを	
提供し、COVID-19 によるニーズの変化に	
対応する研修を実施しました。

シリア危機アクセスと保護
COVID-19 の危機はシリア紛争の9年目にあたります。
620 万人の国内避難民と差し迫ったニーズを抱	
える 500 万人の人々を含む 1320 万人以上の人	
々が人道支援を必要としています。シリア危機	
において、長きにわたり人道的措置を調整する	
ための政治的意思と能力を確保することが課題	
でしたが、この状況に COVID-19 がさらに影を落	
とし人道支援者の活動がほぼ不可能になりました。
政治的意思、現地および強力な指導力、多国間
での調整がなければ、人道的危機は深刻化して
地域の安定と経済・社会の回復の両方がさらに
損なわれることになるでしょう。  
接触追跡と検査の能力が限られている中、

イラク、レバノン、シリア、トルコにおける
COVID-19 の感染者数（シリア難民や国内避難民を
含む）は、公式の発表を上回っている可能性が高	
いでしょう。COVID-19 の大流行はシリア難民	
だけではなく、既に深刻な程に弱体化された医療	
システムやサービスにとっても大惨事なのです。	
また、よくあることですが女性や女児、お年寄りに
対するリスクは特に差し迫ったものとなっています。 
この状況を理解した上で RedR オーストラリア	

は、以下を含む COVID-19 の問題に対する応急的	
なソリューションを見出だせる正しいスキルと
経験を有する人材を優先しました。
•	国連人道問題調整事務所（OCHA）のシリア全土	
の民軍調整官は、国連と重要な人道施設や移動の
保護を円滑に進める上で必要なすべての利害関係者
との橋渡しの役割を果たしています。このことが	
人道支援のシリア北東部へのサプライチェーン	
の統合性を維持するのに貢献し、COVID-19	
グローバル人道的対応計画（Global Humanitarian
Response Plan）の実施を支えました。これには
必要に応じて、シリア北東部からイラクのエルビル
 （Erbil）に向かう人道支援人員用の医療避難回廊
の確保が含まれます。
•	国連世界食糧計画-ヨルダンのジェンダーアドバ

イザーは、研修プログラムを支援し、持続可能な
ネットワークを構築し、性的虐待、搾取、ハラス
メントを防止するためのプログラムに性に関	
する意識向上を盛り込みました。性暴力が増加	
する中で、特に重要な役割を果たしています。
•	国連難民高等弁務官事務所のトルコ避難所担当官
は、高齢者や障害を持つ人々を含む COVID-19
に影響される可能性のある国内避難民のニーズ
を支えるインフラを確保するために、施設計画
の見直しをおこないました。同担当官は、現地
の人に焦点を当てた施設計画や都市計画の様々
な研修活動を指導し、支援しました。

学びと今後の展望
COVID-19 のパンデミックによってもたらされた特有
の課題と機会は、今後も明らかになっていくでしょう。
この世界的な危機は、RedR オーストラリアに並行
する ２ つの道を迅速かつ断固として追求することを
余儀なくさせました。1 つは世界中に展開する私	
たちの職員の安全を確保することであり、もう １	
つは同時にパートナーに対する我々の責務を堅持	
することであり、さらに言えば人間性、中立性、	
公平性、独立性の原則を堅持することです。 
様々な意味で今回の危機は地域社会への災害対	

策支援を事前に備えるという、近年の私たちの取り
組みを検証するものでした。また、災害時における
現地の問題に対し、現地での解決策を追求すること
により人道改革を推進するという私たちの決意を促
しました。私たちはこの成功に励まされ、まだやる	
べき仕事にも謙虚に向き合っています。いずれにせよ
私たちは学び続けています。 o

バングラデシュのコックスバザールにある COVID-19 患者の隔離治療センター	
として改装された病院で、酸素が運ばれたことに喜ぶ RedR オーストラリアの	
水理学エンジニア、ニール・ドハーティ（Neil Doherty）氏（左）。REDR オーストラリア

RedRオーストラリアの CEO カースティン・セイヤーズこのバージョンの記事は当初、 
災害管理・人道支援の中核研究拠点（CFE-DM/Center for Excellence in Disaster Management 
& Humanitarian Assistance）が作成した災害管理と人道的救援協力に関するの隔年ジャーナル
である Liaison 誌に掲載されたものである。FORUM のフォーマットに合わせて編集された。
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コロナウイルスによって人命と日常が
壊滅的な被害を受けるなかで、	
明るみに出た強さもある。つながりを	
理解し、豊かな相互関係を育む	

地域社会の力と回復力に光を当てた。
米国国際開発庁（USAID）、米国国防総省の	

海外人道・災害・市民支援（OHDACA）プログラム、
アメリカインド太平洋軍（USINDOPACOM）	
がそのことを証明している。これらの機関とインド
太平洋地域の国々や組織との連携により、同地域の
課題や新型コロナウイルスのパンデミックへの対応
にほぼシームレスに軸足を移すことができた。
米国政府の関係者は、焦点と資源の迅速な移行

はこの地域における米国の持続的なプレゼンス、	
長期にわたる災害対策訓練、パートナー諸国との	
交流の賜物と評価している。各組織の通信方法に関
する信頼と理解のレベルはすでに確立されており、
受入国が USAID、OHDACA、USINDOPACOM へ
支援を要請しやすくなっている。
 「パートナー国の当局と連携し、USAID のコロナ

ウイルス対策への取り組みは救命医療と人道支援	
への何十年にもわたる投資の上に成り立っています。」
と USINDOPACOM の USAID 副開発顧問ペイジ・	
ミラー（Paige Miller）氏は FORUM に語った。多くの	
パートナー国からの支援要請に対し、同氏は共通	
の目標を設定して米国国防総省（DOD）と調整	
し地域の USAID 民間軍事コーディネーターと緊密	
に協力しながらこれら支援要請に対応している。
コロナウイルスが広がりを見せる中、2020年 2 月

に USAID は最もリスクの高い国を見極めるために
世界各国の分析を行い、支援のための資金を確保し
始めた。ミラー氏は、「時間が経つと共にこの	
ウイルスによって全ての国に影響が出ることに気	
づきました」と述べている。USINDOPACOM 傘下	

の米国太平洋陸軍（USARPAC）と太平洋特殊作戦軍
 （SOCPAC）との調整によって USAID の任務を強化し、
ウイルス対応能力の拡大に貢献した。
 「USAID は、既に地域の USAID 文民軍事調整担当	

を介して、USARPAC や SOCPAC のチームとの	
信頼とオープンなコミュニケーションにより築	
かれた率直でい実効的な関係を持っています。」	
とミラー氏は言う。「この関係によって優先的	
なニーズを迅速に特定し、USAID の資金では対応
できなかった重要なニーズに対応する OHDACA	
資金によるプロジェクトの綿密な設計と実施を	
可能にしました。」

支援の調整・配給の強化 
米国政府機関が効果的に連携することにより、	
それぞれのコロナウイルスに対する支援の配給に関	
する取り組みを互いに強化し合えることとなった。	
これは大使館の国別チーム、大使館の安全保障協力
担当者、受入国の担当者も含めた共同作業である。
USAID は 2 千台以上の人工呼吸器に加えて、	

医療支援、人道的支援、経済支援のための約 154
億円（1 億 4,500 万米ドル）以上の資金によって、
今後もインド太平洋地域の 28 ヵ国を含む世界の最
も脆弱な国々を支援し続けている。
SOCPAC は、バングラデシュ、ミャンマー、	

インドネシア、モルジブ、モンゴル、ネパール、
フィリピン、スリランカ、タイに設置された	
民間軍事支援組織（CMSE）を通じてニーズを把握し、
地域で手配された個人用保護具（PPE）、迅速診
断検査キット、医療用品、手洗い場と共に迅速	
に対応するために USAID および DOD のパートナー
と緊密に連携している。
USARPAC はバングラデシュ、ラオス、モンゴル、	

ネパール、パプア・ニューギニア、東ティモールで、	

米国政府機関とインド太平洋地域
の機関との連携がコロナウイルス
対策を変える

FORUM スタッフ

連携、回復力、
そして対策
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個人用防護具、手洗い場、医療用品、清掃用品、	
発電機、簡易トイレ、教育広報を提供する OHDACA	
プロジェクトを実施した。USARPAC はまた、東	
ティモールにおいて約 1 億 3700 万円（129 万米ドル）
の OHDACAプロジェクトを実施している。これには	
6 つの広告板と8つの公共広告テレビを通じたリスク伝達
の取り組みを支援する唯一の OHDACA プロジェクト
が含まれる。これらの努力によって USAID のリスク	
伝達の取り組みが強化される。
 「我々はニーズを特定し、対応策を調整するために

パートナー国の当局者と協力しています」とミラー氏
は述べ、対応策についてパートナー国に従うことの	
重要性を強調した。

 「これまで通りにはいかない」
ソーシャル・ディスタンスの確保を実施することによって
米国政府機関が地域社会で短期的・長期的にどのように	
活動するかを見直す必要がある。
 「これまで通りにはいきません」と、USARPAC の	

海洋チームの責任者である、マーク・マドリニッチ中佐	
は FORUM に語る。「訓練を行うための革新的な方法
を検討しています。USARPAC は今後活動の多くを	
オンラインで行います。我々は引き続きプロジェクト
を支援して USAID と協力して取り組んでいきますが、
パートナーや同盟国に対して細心の注意を払うように
しています」。
これには、地域に配属された米国軍兵士が現地住民

と接触する前にウイルスに感染していないことを確認
するための隔離期間も含まれる。

 「コロナ感染が発生してから相手国である受入国	
との連携が制限されました」と SOCPAC 支部長で	
民事担当のジェイソン・ハンソン（Jason Hanson）	
中佐は FORUMに 話した。「普段演習や訓練でおこなわれる
交流は中断しなければなりませんでした。このことが
相手国との連携を困難なものにしています。」
ハンソン氏は、部隊の提供側や軍にとって国全体	

の継続性を維持することが難しくなる場合が多いと	
言う。こういった理由から現場の CMSE が非常に	
重要であり、パンデミックの最中に日常業務のローテ
ーションが発生した場合でも、現場のポジションに空	
きが出ないようにすることと同様であると同氏は言う。
 「もし、ポジションに空きがある場合に何もしなければ	

リスクは高まり、憂慮するべき事態になるでしょう」	
と、ハンソン氏は述べている。
米国関係者を受入国に配属し、一時的に断たれた	

関係を再構築することは困難となる。「しかし、我々
には包括的なローテーションがあるのでパートナー	
との関係は良好です」と、同氏は説明している。
対面形式の会議が規制されているため、米国の兵士および	

人員は毎日または毎週オンラインでの訪問を行っている。
 「相手にとっては、CMSE の顔ぶれが変わっても常	

に CMSE の存在を確認できます」と、ハンソン氏は	
述べており、「これによって、我が国のチームのみならず、	

パートナー国に対しても両国が協力関係にあり、	
この関係がパートナー国と共に活動を続ける機会	
がある限り、今後も強化され続けるというメッセージ
を強調することができます。」
代わりの人員を確保することが困難なため、このような

関係に空白が生じないように国内での配属期間が 2～3
ヵ月延長された。 
 「私たちにとってはチームを帰還させて空白を開	

けることは最大のリスクであり、代わりにすでに国内	
にいるチームを拡大したのです」と、ハンソン氏は	
言う。「関係継続の重要性に気づかされました。」
USAID は、コロナウイルスのために地域に配属	

している国外サービス人員の少なくとも 50％ を帰還	
させたが、「このことが問題となっています」と、	
ミラー氏はコメントしている。しかし、USAID の	
代表者は同地域においてより永続的な存在感	
をもっており、国内に残る非政府組織とも強力な強力関係	
をもっているため、USAID は人員の交代があっても高
いレベルの効力を維持することができた。

自立への道のり
マドリニッチ氏はインド太平洋地域での災害について	
 「もしもではなく、いつ被害にあうかという話になります。」	

フィリピンのホセ・B・リンガド（Jose B. Lingad）記念地域病院で、
コロナウイルス救援物資を荷降ろしするフィリピン空軍隊員と	
アメリカインド太平洋軍、太平洋強化チームのメンバー。
アメリカインド太平洋軍

 「パートナー国当局と連携する
USAID のコロナウイルス 
対策への取り組みは、 
救命医療と人道支援への 
何十年にもわたる投資の 
上に成り立っています。」

ペイジ・ミラー氏：	
USINDOPACOM の USAID 副開発顧問
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バングラデシュ、ダッカの
ムグダ（Mugda）医科大学
および病院の医師と近く	
予定されているCOVID-19 の	
検査について話し合う	
家族。米国は COVID-19 に	
対するバングラデシュの取
り組みを支援する。

ロイター
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と述べている。このような考え方が
コロナウイルスがもたらした困難に	
立ち向かう地域の回復力を支えている。	
そういった精神が長期的な	
復興の助けにもなるのである。
米国政府は、パンデミックの救援

から最終的に今後の管理を受入国に完全
に委ねる復興への移行を開始した。
 「USAID はいつの日か海外援助	

が必要でなくなるように、より大きな
開発成果を達成できるように活動	
しています。これを自立への道のり	
 （journey to self-reliance）と呼	
んでいます。」とミラー氏は説明	
する。USAID はこの過程において	
パートナーとして、受入国政府が問題	
の解決策を計画し、資金を調達し、実施
する能力を強化できるように活動して
いる。パンデミックの場合でも同様に重要である。
コロナウイルスへの対応の際に USAID、OHDACA、	

USINDOPACOM は、平和、安全保証、男女平等の推進に
特に注意を払ってきた。例えば、東ティモールでは米国	
の機関が地元の女性が経営する企業が製造する個人用保護具
 （PPE）に資金提供をした。また、ミラーとムドリニッチ
の両氏によると、農村部での受給者を探すことで経済に
資金をさらに注入し、女性に転用可能なスキルを提供	
することができたという。
USINDOPACOM の J91（Mil-Civ Outreach）

OHDACA チームは、約 13 億円（1,200 万米ドル）
以上に相当する165 件のプロジェクト候補について
調整、スタッフの配属、承認を行った。これらは
USAID、米国国内別チーム、安全保障協力担当官	
 （SCO）、USARPAC、SOCPAC、国防安全保障協力局	
 （DSCA）、国防副次官補（安定・人道支援担当）と協力
して行われた。特にこれらのプロジェクトを対象とし、
民事チームや SCO を含む米国国内の軍関係者は	
、パートナー国の民間組織と協力することで比較的低	
コストで効果の大きいプロジェクトを実行して
COVID-19 の現場での闘いを繰り広げた。
すべてのプロジェクトを評価し、同時進行させるために、

司令部は司令部の外科医、J44（エンジニア）、	
J55 安全保障協力部門、J5国内デスク担当など
USINDOPACOM スタッフの各部門、USAID、	
公共問題担当、司令部職員の判事との間で同期が取	
られた。また、OHDACA チームは USAID Mil-Civ	
コーディネーターと協力して SOCPAC、USARPAC、	
SCO からのプロジェクトの推薦を受けた。J9 の現場民事計画
チーム（Theater Civil Affairs Planning Team）は、
司令部の外科医や USINDOPACOM 作戦計画グループ	
 （Operational Planning Group）と協力してバングラデシュ、
インドネシア、フィリピン、スリランカなど COVID-19 の
優先国を特定した。太平洋災害センター（The Pacific 
Disaster Center）は、J9（パシフィック・アウトリーチ,	

Pacific Outreach）と共にビッグデータサイエンスを
用いて、どこでDODの支援を行うかを決定した。
OHDACAプログラムマネージャーのジム・タウル	

 （Jim Towle）少佐は、「今回の取り組みは、戦術レベル
から USINDOPACOM や DSCA に至るまで、司令部の
優先事項を同期させて実行する J9 と省庁間チームの	
価値と能力を明確に示しています。」と述べた。 
これらすべてに結びついているのがメッセージである。

つまり米国がこの地域に永続的なパートナーとして、
また主権を尊重するものとして既得権を持っているという
メッセージである。したがって、ハンソン氏曰く米国
の支援パッケージが相手国の国旗を掲げることは大切	
である。「もし寄付する物に米国の国旗しかなければ	
目標を見失っていたでしょう。」と、ハンソン氏は言う。
同氏によると、目標は常にパートナーシップを強調	

することである。そうすることで政府や軍隊に対する	
地域社会の信頼を高めることができる。「それは本当に
良いメッセージです」。「地域社会に対して、米国	
による地域の支援のみならず、その地域の強力な	
パートナーであることを示しています。」
ハンソン氏は、ネパールのコロナウイルス救援物資配送	

センターのことを思い出していた。部屋の片側には 100 個
の寄付された物資の箱があり米国とネパールの国旗が並ん	
でいた。「そして部屋の反対側には中国からの箱が 3、	
4 個ありました」とハンソン氏は FORUM に語った。
 「そのことはすぐに多くの人の印象に残りました。パートナー
国の印象に残ったのです。」
ハンソン氏はパンデミックへの直接的な対応だけでなく、

持続的な影響を与えることが大切だと述べている。使
い捨てのマスクなど、使い捨ての個人用防護具を提供
するのも 1 つの方法である。また、米国は、病院用の	
ベッドや人工呼吸器など、受入国の復興を支援して	
米国政府による長きにわたる地域への支援を思い出
してもらえるアイテムも提供している。「選ばれるパートナー
になりたいのです。」とハンソンは述べている。o

2020 年 7 月、ネパールのカトマンズでの COVID-19 検査のためネパール人兵士から	
サンプルを収集する医療従事者。AP 通信社
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COVID-19	
への対応 

FORUM イラスト
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包括的に解決する
女性・平和・安全保障プログラム
ジェニファー・アトキンソン（Jennifer Atkinson）空軍中佐／ニュージーランド空軍
リビー・リアドン（Libby Reardon）飛行隊長／ニュージーランド空軍
ケイト・マクモロー（Kate McMorrow）／オーストラリア国防省
シャロン・グーベア・ファイスト（Sharon Gouveia Feist）／アメリカインド太平洋軍

世界中のコミュニティが COVID-19 の影響を感じているが、
パンデミックの文化的副作用によって最も大きな打撃
を受けたのは女性である。政府のロックダウン政策や
外出禁止令は、女性や少女に対する暴力という「影の
パンデミック」を意図せずもたらした。主な介護者や	
家事管理者としての女性の役割への期待は家事労働	
の不平等な負担を悪化させている。女性は多くの場合、
最前線の医療従事者の 70％ を占めており、そのため	
感染に晒されることが増加している。サービス産業や	
介護職に占める女性の割合が過剰に高く、女性は不安定
な立場に置かれ最初に失業することも多い。家事、	
農業、繊維産業などの非公式経済における生計は、	
女性が政府の経済刺激プログラムに参加することを	
拒んでいる。パンデミックと政府の対応は、社会	
における女性の役割のために、女性に異なる影響	
を与えることが明らかになった。
しかし同じこの役割は、持続性のある回復戦略	

に女性が有意義な参加をすることの重要性を	
強調している。今日の公衆衛生上の危機で私	
たちが目にしているのは、女性・平和・安全保障	
 （Women, Peace and Security：WPS）に関する	
国連安保理決議（United Nations Security Council 
Resolution：UNSCR）1325 号の可決により、20 年以上前
に国際的に認識された現実、すなわち第一に、紛争と
危機が女性に不釣り合いに影響を与えるということ。
そして第二に、女性の貢献はしばしば過小評価され、
十分に活用されておらず、さらなる不安定性につなが
っているということを再確認するものである。
コロナウイルスのパンデミックの規模と不安定な

影響により、世界中の国々が、防衛・治安部門と協力
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して対応と復興に取り組	
んできた。ニュージーランド	
国防軍（New Zealand Defence 
Force：NZDF）、オーストラリア
国防省（Department of 
Defence：DOD）、フィジー	
共和国軍（Republic of Fiji 
Military Forces：RFMF）、	
アメリカインド太平洋軍	
 （U.S. Indo-Pacific Command：	
USINDOPACOM）など、多くが
ジェンダー視点や女性・平和・	
安全保障の原則に取り組んでいる。
ジェンダー視点とは、ジェンダー	
に基づく違いが危機に際し男性、
女性、少年、少女の当面のニーズ
と長期的な利益をどのように形成	
するかを理解することを意味する。
ジェンダー視点は、軍隊がジェンダー
をよりよく理解し効果的な対応	
を示すために関連性のある人命救助
についての疑問を提示する。誰の	
ニーズと利益が満たされているのか？
リソースにアクセスできるのは誰か？どの男性と女性
が影響を受けるか？
各国の防衛部門で女性・平和・安全保障を実施	

するには、パンデミックへのそれぞれの対応とともに、
世界的な人口統計の複雑さと自国の人口のニーズを	
考慮する必要がある。以下のスナップ写真は、4 ヵ国	
が防衛部門の COVID-19 の取組みにジェンダー視点	
をどのように取り入れているかを示している。各国が
女性・平和・安全保障の実施を進めているため、同様
の経験でも独自のアプローチを反映している。 

ニュージーランド国防軍
ニュージーランド政府が 2015 年に女性・平和・安全保	
障国家行動計画を策定した際、ニュージーランド国防軍	
はその実施における重要なパートナーだった。ニュー
ジーランド国防軍は、17 件の計画のうち 8 件を担当	
した。これには訓練や業務にジェンダー視点を取り入
れて配置する、国防軍における女性の数を増やすことが	
含まれていた。ニュージーランド国防軍には、太平洋諸島
での女性・平和・安全保障の取組みをパートタイムで
支援する職員に加え、この作業を監督するフルタイム
の女性・平和・安全保障実施職員がいる。彼らの監督
は、COVID-19 の鎮静、管理、対応を成功させるために	
重要であることが証明されている。
2020 年 3 月、ニュージーランド国防軍は、	

COVID-19 に対する内部対応と政府全体の対応	
への貢献を調整するためにプロテクト作戦	
 （OperationProtect）を開始した。当初から	
ニュージーランド国防軍の計画、分析、および	
後方支援業務の専門知識を活用して、政府の対応管理	

センターをサポートするために
少数の経験豊富なニュージーラ
ンド国防軍要員が配置された。	
軍人向けの配備前訓練の第 1回目	
には、ニュージーランドの人口	
データに基づいた国際調査からの
資料を使用したCOVID-19 の	
ジェンダーの側面に関する	
説明書が含まれていた。説明書	
には、COVID-19 とロックダウン
による女性への不均衡な影響、
計画に際しこれらの影響に対処
する必要性、そしてニュージー	
ランド国防軍チームが女性を含	
むことの重要性が記されていた。
パンデミックが広	

がるにつれニュージーランド	
国防軍の職員は、	
管理隔離施設（managed-
isolation and quarantine 
facilities：MIQFs）のサポート
の任務が増加した。この施設は、	
当初は 1 つの都市のホテルに

拠点を置いていたがすぐに	
全国で 30 ヵ所以上の施設に発展した。管理隔離施設	
には、さまざまなニュージーランド市民がそれぞれ	
14 日間収容され、その大多数は海外から帰国者である。
ニュージーランド国防軍の職員は、ホテルの所有者と
警備、警察、福祉、ホテルスタッフなど、他のプロバ
イダー間の取組みを調整した。2020 年 9 月の時点で
250 人以上の職員が常時 COVID-19 の対応を支援し続	
けており、そのほとんどが管理隔離施設を支援している。
その結果、ジェンダー視点の説明書は、管理隔離施設	

の設定に特有のジェンダーに関する考慮事項を含むように
改訂された。国内避難所から学んだ教訓と管理隔離施設	
を支援する職員との話し合いに基づき改訂された説明書	
は、貴重な洞察を浮き彫りにした。まず、管理隔離施設内	
では、家族単位における家庭内暴力、施設利用者間の
性的暴行の告発、危険にさらされている女性の性的搾取	
の可能性、犯罪または性的犯罪歴のある施設利用者の
近くに他の施設利用者を不注意に配置するなど、	
ジェンダーに基づく暴力はさまざまな形で現れる。また、
管理隔離施設内の性と生殖に関する健康への混乱も指摘	
され、妊婦、特に現場での臨床管理が必要な妊婦や出産	
のために管理隔離施設を離れる必要がある妊婦に考慮
する必要があることが強調された。
さらに、計画の考慮事項には、管理隔離施設を離	

れることができない場合に、女性が女性用衛生用品を
入手する方法を含める必要がある。また、改訂版の説明書
は、管理隔離施設のひとり親（多くは女性）が直面する	
潜在的な課題、特に複数の子供や特別な支援が必要な
子供がいる親の課題について強調した。最後に、説明書	
では特に言語が障壁である場合、職員はより大きな	

ビクトリアのドライブスルークリニックで COVID-19検査 
の準備をしているオーストラリア空軍のニコール・ 
マロスケ（Nicole Maroske）飛行中尉オーストラリア国防省
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グループ内で影響力のある管理隔離施設の施設利用者
と関わり、情報やフィードバックを浸透させる機会
を認識する必要があることを強調した。
ニュージーランド国防軍の職員は、管理隔離施設

での体験のジェンダーによる影響について貴重な	
フィードバックをしている。この情報は、管理隔離施設
を改善し次のローテーションの職員の準備を改善し
続けている。 

フィジー共和国軍
フィジー共和国軍での女性・平和・安全保障の実施
には、基地全体のジェンダー認識訓練やフィジーの
政府および軍隊のメンバー向けの複数機関のジェンダー
・アドバイザーコースなど、施策および訓練の開発
が含まれていた。女性・平和・安全保障委員会は、
法的パートナーと協力して女性に不釣り合いに影響
を与える政策を適応させ、支援メカニズムが確実に
実施されるようにするために設立された。
COVID-19 がフィジー人の健康と福祉を脅かしたため、

対応を支援するためにフィジー共和国軍チームが	
設立された。このチームは、緊急時対応計画の設定、
強制隔離の実施のサポート、インフラ、健康、防衛

のポートフォリオ全体からの大臣への説明に関与	
した。初期段階からジェンダー・アドバイザーが	
チームの一員であり、この危機のジェンダーの側面	
 （人口統計、移動、危険レベルの分析など）を強調
し、人道的対応計画を特定する責任を負っていた。
脅威の複雑さに加え、2020 年 4 月に熱帯低気圧	
ハロルドの対応という課題も加わったため、	
複数機関によるアプローチが採用された。
COVID-19 の脅威は2020年5月までに大幅に減少

したが、パンデミックへの直接対応とロックダウン
の効果の両方において複数機関による協力が継続	
された。世界的な傾向を反映して、フィジー政府	
は家庭内暴力ホットラインへの電話が 2020 年 2 月	
の 87 件から 2020 年 4 月の 500 件以上に増加したことを
確認した。複数の機関によるアプローチが女性・	
子供・貧困緩和省の指導の下、非政府機関の同盟を
通じて再び動員された。フィジー女性の権利運動	
がフィジー海軍に提供したセクシャルハラスメント	
訓練および保健省への継続的なフィジー共和国軍	
の強制隔離実施支援に加えて、機関間の協力は	
COVID-19 とジェンダーによる影響との戦	
いにおけるフィジーの成功の象徴となっている。

2020 年 4 月にオーストラリアのカラウンドラにあるドライブスルークリニックで COVID-19 の患者の体を拭く看護師  ロイター



56 IPD FORUMFORUM

オーストラリア国防省
国連安保理決議 1325 号が採択されて	
20 年目に、オーストラリアは速い	
テンポを維持し、専任の職員とリソース
を通じて女性・平和・安全保障の議題	
を実施し能力を高めていた。オー	
ストラリア国防省は、ジェンダー視点	
を政策と原則に統合する以下の 6 つの
取組みに沿って女性・平和・安全保障の
議題の実施と部門全体での意識の主流化	
において大きな進歩を遂げた。戦略的設定
を確実にする、組織全体の幅広い人々を
訓練する、女性・平和・安全保障の	
議題アジェンダの実施に専任の職員を設
ける、作戦と演習に関するジェンダー	
・アドバイザーの配置を通じて任務
の準備を維持する、能力開発イニシ
アチブとプログラムを通じて国際的
なパートナーを支援する、オースト
ラリアが国連安保理決議 1325 号の義務
を確実に果たすために、強固な	
ガバナンスと報告の枠組みを開発する。	
2012 年以来、オーストラリア国防省
は災害と紛争のジェンダーによる影響
を評価する専門知識を構築し、パンデ
ミック対応に貢献するための基盤を築
いてきた。COVID-19のジェンダー	
による影響は十分に文書化されている。
非営利の援助機関であるケア・	
オーストラリア（CARE Australia）
によると、オーストラリア	
人の 80％ は、最も打撃を受けた部門	
である医療、教育、小売などのサービス
を提供する業界で働いている。女性は
パートタイム労働者、臨時労働者や無給の介護の	
役割の大多数を占めるため、より大きな不安に直面	
している。さらに、専門家は女性に対する暴力の頻度
が増加していると報告している。これは世界的な	
傾向であり、国連人口基金は 3 ヵ月のロックダウン	
ごとに、世界中でさらに1,500 万件の家庭内暴力が	
発生すると予測している。パンデミックの始まりは、
オーストラリアでの悲惨な山火事の季節に続き、	
多くの家族や企業へのストレスと重なった。
2020 年 8 月の時点で 3,000 人を超えるオーストラリア

国防軍（Australian Defence Force：ADF）のメンバー
が、国の COVID-19 対応をサポートするためにさまざまな
役割で配置された。これにはテスト、後方支援業務、
接触者追跡、国境閉鎖の管理が含まれる。オーストラリア
国防軍のコミュニティとの交流を踏まえ、対応の一環	
としてジェンダー・アドバイザーとジェンダーに関する
焦点のネットワークが組み込まれた。戦略本部から部隊	
レベルまでの階層型システムが確立され、情報の流れと	
フィードバックループが可能になった。ジェンダー・

先住民・文化への意識というタイトルのオンライン訓練
パッケージとビデオがコミュニティを展開して協力	
するすべてのメンバーのために開発された。司令官と	
家族のための「兵士のスマートカード」チェックリスト
と家庭内暴力の簡易説明書は、計画と実行全体で	
ジェンダーの考慮事項を統合するためのガイドとして
開発された。オーストラリア国防省は、パンデミック	
時のジェンダーの影響に対処し、女性・平和・安全保障
アプローチを通じて新たな脅威、人道的対応のニーズ、
およびその他の危機や紛争の状況に対応する上で優	
れた立場にある。 

アメリカインド太平洋軍
米国国防総省は、2011 年に最初の米国国家行動計画	
が発表されて以来、女性・平和・安全保障を支援してきた。	
これは 2017 年の女性・平和・安全保障法、2019 年の	
米国戦略、2020 年の部門戦略的枠組みと実施計画の成立

COVID-19 の蔓延を防ぐため、フェイスマスクを着用して 
韓国のソウルの地下鉄の駅を歩く女性  AP通信社
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によってさらに成文化された。米国インド太平洋軍は	
女性・平和・安全保障の実施に不可欠な、コマンドジェンダー
・アドバイザー、女性・平和・安全保障カリキュラム	
開発者、ジェンダーアナリストの 3 つの役職を含	
めるために女性・平和・安全保障局を設立した。
2020 年初頭に世界的パンデミックが急増したため、

女性・平和・安全保障局は、2 つの重要な分野である	
ジェンダーと COVID-19 によるコミュニティの対応を	
支援する準備をしているハワイ州兵部隊の配備前訓練および	
関連する地域データを収集して意思決定に役立つ	
ジェンダー分析の開発を特定し、米国インド太平洋軍	
の計画と対応を改善した。さらに米国インド太平洋軍は	
デジタル記事と訓練ビデオを使用して、COVID-19 の	
地域のジェンダーによるセキュリティ効果を強調した。
配備前訓練は、状況に応じて人口統計に合わせて調整

する必要があるが、地域社会に適用されるマクロレベル
のジェンダーの考慮事項がある。例えばロックダウン	
中の家庭内暴力の増加、性と生殖に関する医療への	
アクセスの中断、医療従事者の大多数を占める女性、	
そして他の脆弱なコミュニティへの	

不均衡な影響等である。ハワイでは	
ハワイ先住民と太平洋諸島系の	
コミュニティが最も苦しんでいる。
パンデミックは、医療へのアクセス
の欠如、多世代住宅の混雑した	
生活条件、最前線産業での非正規や
正規雇用など、構造的および社会的	
システムの不平等を悪化させている。	
ジェンダーとCOVID-19 の訓練は	
包括的なセキュリティアプローチに	
焦点を当てており男性、女性、少年、	
少女がこの公衆衛生上の危機を異	
なる方法で経験していること、彼	
らのジェンダーの立場は彼らを危害
にさらしたり、さまざまな方法で	
生存のリスクを冒したりする可能性
があること、そして救援および復興
リソースへのアクセスが異なる場合
があることを理解している。
COVID-19 に関しては、世界中で

大きなジェンダーデータのギャップ	
が残っており、米国インド太平洋軍	
の女性・平和・安全保障局は効果的
な意思決定のためにより多くのデータ
の必要性を強調するレポートと分析
を展開した。計画におけるジェンダ
ーレンズの重要性に関する記事、	
および COVID-19 に関する既存の	
ジェンダー関連データをレビューして
施策を提案する研究が含まれる。

復興の努力
COVID-19 から復興するための政府
の短期的および長期的な取組みは、

この危機の間に女性と少女が直面する独特の脆弱性を考
慮し、彼女らが保護	
され救援および復興の支援に安全にアクセスできるよ	
うにする必要がある。政府の復興戦略には、ジェンダー	
視点を取り入れなければならない。女性・平和・安全保障
の議題は、防衛および治安部門に人口との関わりを深	
め、包括的に解決するよう備えている。防衛部門は	
ジェンダー・アドバイザーの能力を引き続き構築し、	
相互運用性と調整を大幅に改善し、任務の有効性を高	
める必要がある。
パンデミックのジェンダーによる影響は何年	

にもわたって明らかになっていくであろう。我が国の
防衛および治安部門は、これらの教訓を学び使用	
してそれぞれの部門を訓練し続ける。我々の任務中	
に女性、男性、少女、少年のニーズが満たされてい	
ることを確認する。女性・平和・安全保障実施に関	
する情報共有を増やす。そして、しばしば予測不可能
で複雑な 21 世紀の安全保障の課題に効果的に対抗	
するために、国および地域の復興力を強化する。o
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ボイスIPDF

日本の人口変動と	
地域安全保障上の課題
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日本は、現代の世界の主要な国々の中で
人口減少が進んでいる最初の国家の	
1 つである。現在、日本の人口は 10	
年前と比べて約 150 万人減少しており、
その減少は今後、2020 年には約 800	
万人、2030 年には 1000 万人と大幅に
拡大するだろう。

中には、ブラッド・グロスマン（Brad Glossman）
氏が自身の著書 Peak Japan:The End of Great Ambitions 
において主張するように、日本の人口変動によって、
日本は今後内向き志向の国になっていくだろうと考	
える人もいる。現状これを裏付ける記録はない。2010
年代は、日本の人口が減少した最初の 10 年間であり、
人口統計学者が現在「超高齢化」（人口の 20% 以上が
65 歳以上）と呼ぶ現象に直面した。しかし、私が著書
Japan's Security Renaissance:New Policies and Politics for the 
21st Century で論じているように日本の防衛力はこの	
時期にこれまで以上に強化されている。日本の最近の	
防衛論議では抑止力を強化するための攻撃ミサイル	
の開発など、能力のさらなる向上が予想されている。

Japan Rearmed:The Politics of Military Power の著者、	
シーラ・スミス（Sheila Smith）氏や、ランド研究所	
の分析官であるジェフリー・ホーヌング（Jeffrey 
Hornung）氏のように、日本のますます強力になる	
防衛部隊について書かれた重要な著作を執筆する他の
専門家もいる。いずも型護衛艦の F-35 搭載艦への転換
とイージス艦の追加配備（計 8 隻）は、日本が直面する	
人口問題にもかかわらず数多くある防衛能力の拡大事例
のうちの 2 例である。この傾向はいつまで続くのだろう
か？日本の防衛計画の立案者は、国家安全保障戦略を
見直す中でこの問題を慎重に検討する必要がある。人
口減少にもかかわらず、日本の防衛力は強化されている
が規模はより直接の影響を受けているようであり、	
防衛費の見通しは不透明である。
2014 年以降、自衛隊（JSDF）の募集目標は達成	

されていない。2018 年に自衛隊は 24 万 7000 人の	
常備部隊を目標にしていたが、22 万 7000 人しか達成
できていない。全体的には 8% の不足だが、下士官の

約 25% が不足していると考えられている。募集対象年齢
である 18 歳から 26 歳の日本人が 1994 年にピークを迎	
えていることを考えれば、これは驚くべきことではない。
日本では 1974 年以降、出産率の低下が続いている。 
防衛省は、2019 年の防衛計画の大綱で「差し迫った	

課題」として示された兵力計画の不足に対処するため、
多くの方法を検討してきた。2018 年に、自衛隊は採用
の年齢制限を 26 歳から 32 歳まで引き上げた。1990年
以来初めてのことである。2020 年には上級役員の定年
が徐々に引き上げられ始めた。同省はまた、自衛隊に
占める女性の割合を2030 年までに 9% に引き上げる目
標を設定した。北大西洋条約機構（NATO）加盟国の
平均 11% に対し、2018 年に自衛隊に占める女性の割
合は 7% だった。また、自衛隊の維持活動や紛争の多
い災害救援活動の一部を外部委託したり、陸上自衛隊 （
日本の総防衛力の半分以上を占める）を海上自衛隊や
航空自衛隊に再配置したりする案もある。
しかし、もっと広い視野で考える必要がある。高齢化

と人口減少が進む国は日本だけではない。実際、	
日本の近隣諸国（潜在パートナーと安保問題の双方）

アンドリュー・オロス博士 (DR. ANDREW OROS) 

2018 年 8 月 24 日、F-15の初飛行訓練を終え、初の女性戦闘機	
パイロットに任命された航空自衛隊の松島美沙中将。AFP/GETTY IMAGES
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いずも型護衛艦の F-35 搭載艦	
への転換とイージス艦の追加配備	
 （計 8 隻）は、数多くある防衛能力
の拡大事例のうちの 2 例である。

フィリピンのスールー（Sulu）海で行われた訓練に	
参加する、海上自衛隊のヘリコプター空母「出雲」	
 （右から2番目）、駆逐艦「曙」、「村雨」、	
フィリピン海軍の「ダバオ・デル・スル	
 （Davao del Sur）」。AP通信社
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アンドリュー・オロス博士：メリーランド州チェスタタウン（Chestertown）にある 
ワシントンカレッジの政治科学と国際研究の教授で、Japan's Security Renaissance: New 

Policies and Politics for the 21st Century の著者である。この記事は、元々イースト・ウエスト 
・センターの刊行物である Asia Pacific Bulletin の 2020 年 8 月号において掲載された記事であり、
FORUM のフォーマットに合うように編集されている。オロス氏が表明した見解は、イースト 
・ウエスト・センターや同氏が加盟する組織の方針や立場を必ずしも反映していない。

はすべて、時期は異なるものの同様の将来に向かってい
る。これには、この地域の米国の他の同盟国（韓国や
タイ、ただしフィリピンは含まず）、日本と米国の
他の安全保障パートナー（シンガポール、台湾、ベトナ
ム）、さらに重要なことに主要な安全保障上の懸念とな
っている国（中国、北朝鮮、ロシア）が含まれる。
中国、韓国、台湾の就労年齢人口はすでに減少して
おり、総人口はこの 10 年で減少すると予測されてい
る。
一方、日本の潜在的な安全保障パートナーは人口

が増加し、また、強固な若者人口を維持するであろ
う。インドとインドネシアは、2050 年までの人口増
加率で上位 10 ヵ国のうちの 2 つである。これらの国
々、そして成長を続けるフィリピンは、日本が安全保
障上のつながりを深めようとしている国々の 1 つである
ことは偶然ではない。人口統計だけでは、日本はこれ
らの関係に向かうことはできない。中国に対する懸念
の共有、地理的位置、海洋権益の収斂といった他の要
因も重要である。
また、人口動態の変化が各国の安全保障戦略に与え

る影響を把握する上でも新技術が重要な役割を果た
す。ロボットや人工知能（AI）などの無人システム
は、人口減少の相殺に貢献するかもしれない。同時
に、このような技術は地域の安全保障環境の性質を
変えつつある。クリスチャン・ブローズ（Christian 
Brose）氏がForeign Affairs誌において、20 世紀初頭

の 「人工知能、自律システム、ユビキタスセンサー、
先進的な製造技術や量子科学は、科学技術と同様に戦
争を根本的に変えるだろう」と述べている。サイバー
空間や宇宙空間における新たな安全保障領域の台頭は
新たな負担を生じさせる。人口動態の変化に伴う国家
の課題を新しい技術だけで解決することは期待できな
い。いずれ難しい決断を迫られるだろう。
要するに、今後数年のインド太平洋地域の人口動態

の変動の結果、地域の安全保障環境が変化することにな
り、日米の防衛・軍事戦略家はこの問題の解決にもっ
と注意を払う必要がある。人口動態の変化が国家安全
保障に及ぼす影響は多くの要因に左右される。これに
は、各国が直面する具体的な安全保障上の脅威の特性
が含まれる。脅威の中には、労力のかからない代替手
段でより簡単に対処できるものもある。技術的解決策
の可用性、そして政治的・社会的システムがそれらや
他の選択肢を採用しようとしているかどうかも大きな	
変動要因である。人口動態は決して運命ではないが、
日本やアジアの他の地域では、これまで以上に考慮	
する必要があるだろう。 o

東京の南西にある御殿場の東富士射撃
場で毎年行われている実弾演習に参
加する日本の陸上自衛隊員。AP 通信社
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文化と習慣IPDF

文楽の人形遣いの桐竹勘十郎氏が、
大阪の自宅で同じく人形遣いだった
亡き父の絵の前に座っている。 
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日本がコロナウイルスによって緊急事態に陥	
っている間、何週間も家にこもっていた著名
な文楽人形遣いの桐竹勘十郎氏は強い不安に

襲われた。
文楽は男性のみで演じられる日本の伝統的な人形劇	

で、1600 年代後半に大阪で生まれたが、2020 年に	
存続の危機を感じたという。彼の公演は全て数ヵ月間	
中止になった。
「様々なことが頭をよぎりました。パンデミック

はいつ終息するのか？公演はいつ再開するのか？」	
人形劇専用部屋のある自宅でそう話す勘十郎氏は 67 歳。
87 歳の師匠が再び舞台に立てるのかも心配だった。
そんな不安の解決法は、自宅で子どもたちのために	

人形を作って過ごすことだった。文楽の人形遣い	
としては珍しい活動である。彼にとって人形作	
りは数十年の仕事と結び付くものだった。伝統的な	
人形劇の演技で、彼は政府から人間国宝に認定	
された。
最近の授業には 30 人近くの小学校 6 年生が参加

し、炎天下の体育館でTシャツ姿の勘十郎氏に指導	
されながら人形劇の練習に励んだ。 
文楽では1体の人形を 3 人で操る。リーダーの	

主遣い（おもづかい）と、黒衣姿で顔を覆った 2 人だ。
主遣いは頭と右手を、あとの2人はそれぞれ左手と	
両足を操る。舞台には語り手である太夫や伝統楽器	
もつきものだ。 
勘十郎氏が作った 5 体の人形はコミカルな顔	

をしており、その顔を縁取る髪は毛糸でできていた。
そして足には、インターネットで購入した鮮やかな色
の靴下をはいていた。 

足元から 
父の背中を追い、勘十郎氏は14歳で人形遣いとしての	
道を歩み始め、現役最高齢の人形遣いである吉田簑助氏	
 （87）に師事した。他の人形遣いと同様に勘十郎氏	
も足を遣う修行から始まり、左手に進んだ。人形遣	
いが頭を遣えるようになるには30年以上かかる場合	
もある。手足を遣うことについて、勘十郎氏は「目に
見えない大変な役割」だと言う。「観客は彼らが誰	
かも分からず、拍手は主遣いに送られます」 
足の遣い方を理解することは非常に重要だ。足遣いは	

主遣いの腰に触れて、どのように動くのかを身体	
で感じる。これは勘十郎氏が亡き父から学んだことだ。
父は病気で痩せ細った後も、主遣いとして全身を使	
って人形を操っていた。 
 「人形に命を吹き込むためには、つま先から指先に至	

るまで全身を使う必要があることを父から学びました」
と、勘十郎氏は振り返る。「そうすれば、小柄で痩せた
人形遣いでも大きな人形を操ることができるのです」 
勘十郎氏は日本を代表する文楽の演者のひとりだが、

若い人材の確保には今も頭を悩ませている。 
大阪の国立文楽劇場では無料で 2 年間の研修を	

実施しており、現役の演者 83 人のうち半数以上	
がこの研修の修了者だ。パンデミック前から文楽の	
人気は下火になっており、2020 年 9 月の時点で	
研修生はわずか2人だった。
もしかすると幕を開けたり小道具を渡	

したりするために雇われた人が文楽を好きになって	
勉強したくなるかもしれない、と勘十郎氏は思	
っている。9 月には東京で公演が再開された。 
 「外国人が活躍する相撲や落語のように、文楽にも

外国人の演者が出てくるかもしれません」。日本の	
伝統文化である相撲と落語を引き合いに、勘十郎氏	
は述べる。「また、女性が参加するのも時間の問題	
かもしれません」。

伝統を守る日本の巨匠、 
	 子どもたちに文楽人形を作る 

2020 年 8 月、コロナウイルスのパンデミックの最中、大阪の	
小学校で伝統人形劇「文楽」の授業をする桐竹勘十郎氏。

記事と写真：ロイター
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アフリカ 欧州

偽情報対策のための自主規制の行動規範に
合意してから 2 年が経つが、Facebook、
アルファベット（Alphabet）傘下の
Google、Twitter をはじめとするテック企業
は、より効果的な対策を講じるためにさらに
努力しなければならないと欧州委員会は述	
べた。 
COVID-19 関連のフェイクニュース	

により、ソーシャルメディア企業にさらに	
積極的な対策を求める声が高まった。モジラ	
 （Mozilla）などの企業と複数の広告業界団体
は、より厳格な規制を回避するため 2018 年に
同規範に合意した。Microsoft と TikTok も加	
わった。 
欧州委員会は運用開始1年目の評価で、	

同規範には不十分な点が複数あるとしている。	
報告書には「不十分な点は大きく4つの	
カテゴリーに分類できる。プラットフォーム
や加盟国間で規範の適用に一貫性がなく	
不完全であること、統一された定義がないこと、
規範遵守の対象範囲にいくつかのギャップ	
があること、自主規制的な規範には限界	
があることだ」とある。 
同委員会で価値観と透明性を担当する	

ベラ・ヨウロバー（Vera Jourova）副委員長
は、新たなリスクに対処するためさらなる	
行動を求めた。 
「新たな脅威に直面している今こそ、対策を

進めて新たな措置を提案する時だ。プラットフ
ォームはより説明責任を果たし透明性を高	
めなければならない。とりわけデータへの	
アクセスを改善する必要がある」と、デジタル
の脅威に対して民主主義をより強くする計画に
取り組んでいるヨウロバー氏は述べた。 
同委員会はまた、ソーシャルメディア企業

のプラットフォームのコンテンツに対する	
義務や責任を強化するための規則を策定	
している。ロイター

保健機関は 2020 年 8 月に数十年にわたる努力の末、アフリカ大陸から 
野生型ポリオウイルスが根絶されたと宣言した。しかし、いまだに
十数ヵ国でワクチン由来のポリオウイルスによる麻痺患者が発生 

している。
この宣言で野生型ポリオウイルスが残るとされる国はパキスタンと隣国の 

アフガニスタンのみとなったが、感染力が高く水を媒介するこの病気に対する 
ワクチン接種の取り組みは、治安の悪さや医療従事者への攻撃のため難航している。

アフリカ地域ポリオ根絶認定委員会（African Regional Certification 
Commission for Polio Eradication）は、4 年間の感染報告ゼロを達成後に根絶 
を宣言した。かつてはアフリカ全土で年間 75,000 人の子どもがポリオ 
によって麻痺に陥っていた。

コロナウイルスのパンデミック、コンゴ民主共和国西部でのエボラ出血熱 
の発生、またマラリア、HIV、結核といった持続的で深刻な問題を抱える 
アフリカにおいて今回の宣言は珍しい朗報だと保健機関はみている。

世界保健機関（WHO）アフリカ地域事務局長のマシディソ・モエティ 
 （Matshidiso Moeti）氏は、「信じられないほど感動的な日だ」と述べたうえで、 
コロナウイルスがワクチン接種や監視活動を脅かしているとして警戒を呼びかけた。

WHO によると、アフリカでウイルスが根絶されたのは 40 年前の天然痘に続
いて 2 度目だ。13 億人の人口を抱えるアフリカ大陸では監視が不完全なため、
野生型ポリオウイルス症例の一部が検出されずに残っている可能性がある。

野生型ポリオウイルスとの闘いの最後の活動は、イスラム過激派組織 
ボコ・ハラム（Boko Haram）が 10 年以上にわたり恐ろしい反乱を続 
けているナイジェリア北部に主に集中することになった。医療従事者 
はしばしば危険と隣り合わせでワクチン接種活動を行い、命の危険 
にさらされることもあった。アフリカで最後に野生型ポリオウイルス 
症例が報告されたのは 2016 年のナイジェリアだった。 

上記の宣言はアフリカから完全にポリオがなくなったことを意味 
するわけではない。経口ポリオワクチンに含まれる弱毒化された生きた 
ウイルスの稀な変異型で、いわゆるワクチン由来ウイルスの症例が残 
っている。この変異型ウイルスがポリオの大流行の火付け役となる可能性 
があり、2020 年 8 月時点でアフリカの以下の 16 ヵ国でポリオが発生している。 
アンゴラ、ベナン、ブルキナファソ、カメルーン、中央アフリカ共和国、 
チャド、コートジボワール、コンゴ民主共和国、エチオピア、ギニア、 
ガーナ、マリ、ニジェール、ナイジェリア、トーゴ、ザンビア。AP 通信社

世界の展望IPDF

フェイクニュースの
拡散

防止

大陸で野生型ポリオウイルス
根絶もポリオの脅威は残る
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シンガポール

ベトナムの学生たちは、第一線で働く医療従事者 
がコロナウイルスの感染リスクにさらされるこ 
となく、間食を食べたり鼻を掻いたりさえで 

きるヘルメットを設計した。
新型コロナウイルスのパンデミック（世界的大流行）

は特に長時間にわたって防護服を着用しなければならない
職員にとって、個人用防護具（PPE）の快適さと安全性の
兼ね合いにスポットライトを当てている。

この問題に対処するために学生たちには、保護だけでなく、 
現場の労働者が長時間にわたって生産性を保てるように、 
マスクに繋がったヘルメットの設計という課題が与えられた。

彼らは、ベトナムとヘルメットをブレンドした Vihelmを 
考案した。グローブボックスに手を入れることができるので、
ヘルメットを装着したまま汗を拭いたり、バイザーを掃除
したりすることができる。 

 「大きな特徴はグローブボックスです。顔で安全に 
意思疎通ができます。」と、2020 年 8 月にカナダで開催
された国際発明革新コンクール（International Invention 
Innovation Competition）で最優秀発明デザイン賞を受賞
した学生の 1 人であるトラン・グエン・カン・アン（Tran 
Nguyen Khanh An）氏（14 歳）は言う。 

この未来的なヘルメットは、スナックを入れることができる
内部コンパートメントも備えており、チューブによって

電動式の空気清浄呼吸器に取り付けられている。
このような呼吸用マスクは標準的なマスクよりもはるかに 

安全であると考えられているが、他の PPE よりも非常に 
不快な場合が多い。 

製作費が約 3 万 3 千円（300 米ドル）以下の Vihelm は、 
頭部周辺にポケットが設けられているので痒い箇所を掻 
くこともできる。 

ベトナム最大のコングロマリットであるビングループ 
 （Vingroup）は声明の中で、同社はヘルメットを評価し、
デザインに関する技術的なフィードバックを提供したと述
べた。ビングループはパンデミック中も人工呼吸器の製造
を続けている。ロイター

シンガポールの公営住宅の高層階のバルコニーから、
環境省の職員が「蚊発射器」を構える。この最新機器
は、当局が熱帯病のデング熱の記録的な流行と戦	
うために考案したものだ。
ボタンを押して扇風機を回すと、ハッチが開き、

実験室で飼育された交尾はできるが子孫を残せない
150 匹のオスの蚊が放出されてメスの蚊を探しにいく。
まれに致命的となる可能性のあるデングウイルス

は、それに感染した蚊によって人に感染する。

シンガポールで特別に飼育された蚊は卵の孵化	
を防ぐ細菌を保有しており、「蚊の個体数を徐々に
減らす」ことにつながると、この細菌にちなんで	
名付けられたボルバキアプロジェクト（Wolbachia 
project）を率いるン・リー・チン（Ng Lee Ching）	
氏は述べた。
蚊の個体数が多い一部の地域では、この手法を用	

いて最大 90% の減少が見られたと彼女は説明	
している
シンガポールでは 2020 年 9 月時点で 26,000 件を

超えるデング熱の症例を記録しており、2013 年の	
年間記録である約 22,000 件を上回っている。	
2020 年 8月までに 20 人がデング熱で死亡した。	
この病気は、内出血やショックにつながる極度の	
高熱を引き起こす恐れがある。 
今回のデング熱流行の背景には、新たな株の	

デング熱が広がっていることに加えて、季節外れの
湿潤な天候や、コロナウイルスに伴うロックダウン
の影響で建設現場などの蚊の繫殖地が放置されたこ
とがあるとみられている。
ボルバキアプロジェクトの戦略はオーストラリア

では成功しているが、シンガポールのような密集	
した都市部では限界があるかもしれないと言う	
専門家もいる。ロイター

IPDF 技術革新

ベトナム

ヘルメットで現場作業員の生産性が向上

当局は記録的なデング熱の流行に
さらに多くの蚊で対抗
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今後の期待IPDF

1,030 万の星を調査 
まだ宇宙人の兆候はなし

電
波望遠鏡で約
1030 万個もの
星々を詳細に 
調査するという、
これまでで最 

も広範な地球外生命体の調査が
オーストラリアで行われ完了 
した。しかし、これまでのところ
調査において新たな発見は報告
されていない。

研究者たちは太陽系を超 
えて生命が存在する可能性の 
痕跡を求め、知的な宇宙人から 
発信される可能性のある通信信号 
のような「テクノシグニチャー 
 （技術の痕跡）」を探している。 

上記の調査では、西オース
トラリアの奥地にある MWA 
望遠鏡を使い、ほ座（Vela） 
からの FM ラジオに似た周波数
の低周波電波放射を探索した。
この試みは 2020 年 9 月に発行 
されたオーストラリア天文学会
の雑誌に掲載された。

 「何も見つからなかったこと
については、驚いていません。
まだまだ未知なことがたくさん
あるからです。」と、オースト

ラリアの国際科学機関である連
邦科学産業研究機構の 
天文学および宇宙科学部門の 
天体物理学者チェノア・ 
トランブレー（Chenoa 
Tremblay）氏は述べた。 

 「我々の住む太陽系の外 
における生命の探索というのは
大きな挑戦です」と、トラン
ブレー氏は付け加えた。「我々
は、銀河系の中で孤独ではない
のだということを示す兆候が、 
いつ、どのように、どこで、 
どんな形で現れるかは、 
全くわからないのです。」 

オーストラリアにある 
カーティン大学の天文学者 
であるスティーブン・ティンゲイ
 （Steven Tingay）氏と、国際電
波天文学研究センターによる
と、調査はこれまでより 100 
倍深く、かつ広範であった。 
しかし、宇宙用語上の星の数とい 
う点では比較的少なかった。 

 「1000 万という星の数は一見 
とても多いように思われます。
しかし、わかりやすい指標として、 
天の川銀河には約 1,000 億個も

星があるということです。 
つまり、私たちは銀河の
約 0.001％しか見ていません」
とトランブレー氏は言う。 
 「それはすなわち、海には 30 匹
の魚しかいないとみなして裏庭
のプールほどの大きさのエリア
において魚を探しているような
ものであり、そのような範囲の
中で、1 匹の魚を見つける 
可能性は少ないでしょう。」 

MWA 望遠鏡は、スクエアキ
ロメートルアレイ電波望遠鏡の 
前身であるが、次世代の望遠鏡は
テクノシグネチャーの探索を迅速
に後押しする事が期待される。 

 「重要なことは常に技術を 
改善し常に宇宙をより深く、 
より広く、探索し続けていくこ
とです」とティンゲイ氏は言 
った。「何も期待していないと 
きでもある観測が突然未知の 
発見をもたらす、という可能性
は常にあります。科学には驚 
くべき成果をもたらす可能性 
があります。だからこそ探究 
し続けることが重要なのです。」 
ロイター
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船上の
部隊

オーストラリア海軍の水兵は、2020 年環太平洋合同演習（RIMPAC）において、 
相互運用性を高めて戦略的な海上パートナーシップを強化するための乗船訓練 
を行っている。このハワイ諸島周辺の海域において隔年で開かれる演習は8 月 17 日か
ら 31 日まで行われ、10 ヵ国から 22 隻の艦船、潜水艦、5,300 名以上の人員が参加し
た。RIMPAC は今回が第 27 回目で、自由で開かれたインド太平洋を支援する協力関係を
構築した。COVID-19 の脅威を軽減するためにRIMPAC 2020 は海上だけで実施された。 

写真：オーストラリア海軍

最後の写真IPDF
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